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序     文 
 

独立行政法人国際協力機構は、スリランカ民主社会主義共和国と締結した討議議事録

（R/D）に基づき、提案型技術協力（PROTECO）「コミュニティ・アプローチによるマ

ナー県復旧・復興計画（MANRECAP）」を 2004 年 3 月から 4 年間の予定で実施していま

す。 

当機構は、本プロジェクトの協力期間の終了に向けてスリランカ側と合同でこれまで

の活動実績や目標達成状況について総合的な評価を行うとともに、今後の方向性を協議

するため、2007 年 10 月 5 日から 10 月 25 日にかけて終了時評価調査を実施しました。 

本報告書は、同調査団によるスリランカ政府関係者との協議及び評価調査結果等を取

りまとめたものであり、本プロジェクト並びに関連する国際協力の推進に活用されるこ

とを願うものです。 

終わりに、本調査にご協力とご支援を頂いた内外の関係各位に対し、心から感謝の意

を表します。 

 

平成 26 年 1 月 

 

独立行政法人国際協力機構 

スリランカ事務所長 青 晴海
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略 語 表 
 

略 語 正 式 名 称 日 本 語 

AGA Assistant Government Agent 県次官補佐（LTTE支配地域の軍次官） 

BAJ Bridge Asia Japan ブリッジ・エア・ジャパン 

CAP Community Action Plan コミュニティ行動計画 

CBOs Community Based Organizations 住民組織 

CMR Community Managed Rehabilitation 
コミュニティ・マネージド・リハビリテ

ーション 

DS District Secretary 郡次官（政府支配地域の郡次官） 

FO Farmer’s Organization 農民組織 

GA Government Agent 県次官 

GN Grama Niladari 村落行政官 

HRD Human Resource Development 人材開発 

IDPs Internal Displaced Persons 国内避難民 

ILO International Labour Organization 国際労働機関 

JICA Japan International Cooperation Agency 独立行政法人国際協力機構 

MANRECAP 

Mannar District Rehabilitation and 

Reconstruction through Community 

Approach Project 

コミュニティ・アプローチによるマナー

県復旧・復興計画 

 

MNB & EID 
Ministry of Nation Building and Estate 

Infrastructure Development 

国家建設・エステートインフラ開発省 

 

LTTE Liberation Tigers of Tamil Eelam タミル・イーラム解放のトラ 

NEHRP 
North East Emergency Housing 

Reconstruction Programme 

北・東部州緊急住宅再建プログラム 

 

NGO Non-Governmental Organization 非政府組織 

PDM Project Design Matrix プロジェクト・デザイン・マトリックス

PIC Project Implementation Committee プロジェクト実施委員会 

PO Plan of Operations 活動計画 

RDS Rural Development Society 村落開発組織 

PROTECO Proposal Type of Technical Cooperation プロポーザル方式技術協力 

RRR Relief, Rehabilitation and Reconciliation 救済、復興、融和 

UNHCR 
United Nations High Commissioner for 

Refugees 

国連難民高等弁務官事務所 

 



 

 

略 語 正 式 名 称 日 本 語 

UNDP 
United Nations Development 

Programme 

国連開発計画 

 

WRB Water Resource Board 水資源局 

WRDS Women’s Rural Development Society 女性村落開発組織 

ZOA Refugee Care Netherlands （オランダの難民支援NGO） 

 



 

CMR（Community Managed Rehabilitation）について 
 

スリランカ政府の規定する入札ガイドラインでは、小規模インフラに関して、村落開発組

織（Rural Development Society：RDS）、女性村落開発組織（Women’s Rural Development Society：

WRDS）、農民組織（Farmer’s Organization：FO）など、ガイドラインで規定されている住民組

織が、定められた公共工事を入札手続なしに請負うことができるとしている。MANRECAP

では、参加型開発計画策定プロセスを通じて形成したコミュニティ行動計画（Community 

Action Plan：CAP）の、このような住民組織による契約請負工事（コミュニティ･コントラク

ト：Community Contract Facility）によりインフラの復旧工事を行うことをCMR（Community 

Managed Rehabilitation）と定義し、プロジェクトの基本アプローチとして位置づけている。 

 

＜ＣＭＲの特徴＞ 

（1）事業の決定 

参加型開発計画策定プロセスを通じて形成するCAPでは、無償労働の提供など、地域住

民組織ならではの柔軟なアイデアが提案されることなど、住民の事業選定に対する満足度

が高く、オーナーシップの醸成に効果的であるという質を担保し得る。 

 

（2）技術移転効果 

契約請負工事では、多くの住民が体験を通じて関連技術を習得する機会を得るほか、オ

ーナーシップ醸成効果によって建設済み施設の維持管理の必要性への理解が促進されるほ

か、工事実施時の道具などの引き継ぎや終了後の活用などの効果を期待し得る。 

 

（3）工事請負効果 

契約請負工事では、住民間の扶助意識・慣行の組み込みが期待できるため、貧困者、女

性世帯などへの優先配慮が可能であるほか、収益金を原資にした小規模生活金融の開始や

共同購入事業、新規事業等の開始を期待し得る。加えて、次期契約請負工事への準備（技

術面、資金面）となる。 
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評価調査結果要約表 
１．案件の概要 

国名：スリランカ民主社会主義共和国 案件名：コミュニティ･アプローチによるマナー県復

旧 ･ 復 興 計 画 （ Mannar District Rehabilitation and 
Reconstruction through Community Approach Project：
MANRECAP） 

分野：平和構築/農村開発 
 

援助形態：PROTECO（提案型技術協力）・（株）エム

アンドワイコンサルタント委託 

所管部署：スリランカ事務所 協力金額（評価時点）：4.77 億円 

協力期間 

（R/D）2004 年 3 月 25 日～

2008 年 3 月 24 日 
 
（延長） 
（F/U） 
（E/N）（無償） 

先方関係機関：国家建設・エステートインフラ開発省、

北部州政府、マナー県 

日本側協力機関： 

他の関連協力： 

１－１ 協力の背景と概要 

スリランカ民主社会主義共和国（以下、「スリランカ」と記す）ではタミル過激派「タミル・

イーラム解放のトラ（Liberation Tigers of Tamil Eelam：LTTE）」が、北東部の分離独立を目的

として政府軍と闘争を続けてきたが、ノルウェー政府の仲介が奏効し、2002 年 2 月に政府と

LTTEが無期限停戦に合意した。しかし、約 20 年にわたる長期間の内戦により、北東部州及び

周辺地域は荒廃し、80 万人以上の難民・国内避難民が発生した。住民は劣悪な環境の下で生

活しており、その解決に向けたインフラ復旧整備とコミュニティの能力の復興が求められてい

た。 

これらの経緯を踏まえ、JICAは 2002 年 10 月に包括的プロジェクト形成調査を実施し、難民・

国内避難民への支援ニーズを確認した。この結果を受け、本案件のプロジェクト形成調査を

2003 年 9 月及び 12 月に実施し、スリランカ政府と 2004 年 3 月 2 日に討議議事録を署名し、「コ

ミュニティ・アプローチによるマナー県復旧・復興計画」（以下、「本プロジェクト」）が開始さ

れた。 

本プロジェクトは北部のマナー県（貧困層が特に多く、行政サービスや支援が十分に行き届

かない地域）において、生活に必要なコミュニティ基礎インフラの「復旧」と復旧したインフ

ラの利活用を中心とした社会経済活動に係るコミュニティの能力の「復興」を促進し、住民組

織（Community Based Organizations：CBOs）を中核として住民自らが復旧・復興事業を自立的・

継続的に実施できるよう支援することを目的としている。 

本プロジェクトは、4 つのステージから構成された。第 1 ステージでは、対象村の選定やコミ

ュニティ活動計画（Community Action Plan：CAP）の策定が行われ、第 2 ステージでは、コミュニ

ティ・コントラクトによる基礎インフラ整備や行政官の研修が実施された。第 3 ステージでは、

整備された基礎インフラを活用した社会経済活動の支援が行われた。そして、第 4 ステージでは、

それまでの経験に基づいて、社会経済活動に関するCBOsのマネジメント能力の形成を支援した。

2006 年 3 月に実施した中間評価では、本プロジェクトが採用したCAP及びCMR1方法が、対

                                                        
1 CMR（Community Managed Rehabilitation）：本プロジェクトでは、村での小規模基礎インフラの復旧をコミュニティが請け

負う方法をCMRと呼んでいる。CMRでは、コミュニティにおける社会的動員と能力形成をめざしている。 
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象住民の積極的な姿勢や行動につながったことが確認された。そして、このような変化が困難

な状況にもかかわらず、プロジェクトの最初の 2 年における成功をもたらした。本プロジェク

トにおける注目すべき特徴は、これが北部地域における復旧・復興事業として、初めて広範な

社会的動員を実現したことにある。なお、PDMが、中間評価団による提言に基づいて改定され

た。 

その後、2006 年 8 月以降の治安状況の悪化は、計画されたプロジェクト活動の実施に大き

な影響を与えた。結果として、LTTE支配地域へのEntry/Exit ポイントが頻繁に閉鎖されたり、

日本人専門家がプロジェクトサイトからくり返し待避する事態に至った。このような不安定な

治安状況は、プロジェクトスタッフ、車両、機材や資材の移動や運搬の制限、プロジェクト活

動における人々の参加への負のインパクトなどをもたらした。治安状況の悪化にもかかわら

ず、ほとんどの活動が計画どおり実施されたが、いくつかの活動は断念せざるを得なかった。

 

１－２ 協力内容 

本プロジェクトは、スリランカ北部マナー県のコミュニティを対象に、基礎インフラの「復

旧」及び復旧したインフラの利用・活用を中心とした、社会経済活動に係るコミュニティの能

力の「復興」を支援し、その結果、住民組織を中核として住民自らが復旧・復興事業の立案か

ら実施・運営管理まで自主的・継続的に実施できるよう支援するものである。 

 

（1）上位目標 

対象村の社会経済状況が向上することによって対象村の人々が「平和の配当」を実感す

る 

 

（2）プロジェクト目標 

プロジェクト対象地域において、住民が生活向上とコミュニティの発展のために自立的

に行動できる 

 

（3）アウトプット 

1．参加型によるコミュニティ行動計画が策定される 

2．コミュニティの基礎インフラが復旧される 

3．CBOsが社会経済活動を行うために必要な能力を身につける 

4．行政官と対象村のCBOsの協働関係が強化される 

 

（4）終了時評価時点での投入 

1）日本側 

長期専門家派遣：8 名   機材供与：530 万円 

短期専門家派遣：4 名   研修員受入れ：6 名 

2）相手国側 

カウンターパート配置：12 名 

事務所提供、ローカルコスト負担：1,730 万スリランカルピー（約 2,000 万円） 
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２．評価調査団の概要 

調査者 担当分野 氏 名 所 属 

日本側 団長/総括 

 

本間 穣 

 

JICA農村開発部第 1 グループ 

貧困削減・水田地帯第 1 チーム長 

参加型開発 赤松 志朗 JICA国際協力専門員 

平和構築 平林 淳利 JICA社会開発部特別嘱託 

計画管理1 栗原 謙治 JICA農村開発部第 1 グループ 

貧困削減・水田地帯第1チーム ジュニア専門員

計画管理2 稲岡 美紀 JICAスリランカ事務所 所員 

評価分析 柿崎 芳明 （有）アールディーアイ 主任研究員 

 氏 名 所 属 

スリランカ側 A．ニコラスピッライ マナー県次官 
V．ヴィシュワリンガム 元マナー県次官 
N．ジャヤワタニ 
 

国家建設･エステートインフラ開発省計画課長

補佐 
B．シバピラガサム 東部州計画部副部長 

調査期間 2007 年 10 月 5 日〜10 月 25 日 調査種類：終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認（調査時点） 

（1）成果１：参加型によるコミュニティ行動計画が策定される 

十分に達成されたといえる。  

1）2004 年に対象 10 カ村で 16 回にわたるCAPワークショップが開催され、CAPが策定さ

れた。さらに、紛争地域における状況の変化に対応するために 2005 年と 2007 年にCAP

レビュー・ワークショップを開催した。 

2）これらのCAPレビュー・ワークショップを通じて、すべての参加者がCAPに関するス

キルや知識を深めた。現状では、対象コミュニティにおける計画的で積極的な形でのCAP

ワークショップの開催が可能になった。 

3）CAPワークショップで優先づけされたコミュニティのニーズの多くが、本プロジェク

トによって満たされた。プロジェクトの対象とならなかったニーズについても他のドナ

ーなどとの協力によって満たされた。 

 

（2）成果 2：コミュニティの基礎インフラが復旧される 

治安状況の悪化により、当初計画のすべては達成できないが、成果としてはおおむね達

成されている。 

1）治安状況の悪化によるマンタイ西郡におけるいくつかのインフラ工事の中断を除いて、

計画されたほとんどの基礎インフラ工事が完成した。 

2）マンタイ西郡では、治安状況の悪化にもかかわらず、CBOsがプロジェクトの継続的な

支援を受けずに、CMRをある程度自分たちで続けている。 
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（3）成果 3：CBOsが社会経済活動を行うための必要な能力を身につける 

おおむね達成されており、治安状況が改善されれば更なる成果達成が期待される。 

1）農業を含む社会経済活動に必要な研修がほぼ計画どおりに実施され、対象村での各種

活動の実績が向上してきている。 

2）コロンボの女性銀行の協力で開始した小規模グループによる貯蓄活動は、地域の支店

銀行を設立するに至り、社会経済活動の土台としてのモデルとなっている。悪化した治

安状況にもかかわらず、マンタイ西郡における各対象村の住民は、特に農業生産を継続

するための小規模融資へのアクセスが可能となった。 

3）1 年目と 2 年目は、計画どおりCAPワークショップのファシリテーション、CMRやグ

ループ貯蓄活動にかかわる能力形成を目的とした、セミナーやスタディツアーが実施さ

れた。 

4）対象村では、セメント・ブロック製造、養鶏、パルミラ椰子工芸、ブラシ・マット、

サリー・ペインティング、堆肥生産などの小規模な生計向上活動も開始された。 

 

（4）成果 4：行政官と対象村のCBOsの協働関係が強化される 

おおむね達成されている。 

1）CAPの実施に先立って、関連政府機関、NGOや地域住民との話し合いをもった。これ

が、コミュニティでの活動における関係者の協力体制や事業完了後の継続を保証するこ

とにつながっている。 

2）当時の北東部州政府事務次官とマナー県次官が、本プロジェクトが取り組んだジャフ

ナ大学ヴァウニア校での参加型開発に関するディプロマコースの開設を全面的に支援し

た。その結果、このコースは同校で 2007 年 8 月に開始された。 

 

（5）プロジェクト目標の達成状況 

プロジェクト対象地域では、CAPとCMRを通じて、優先された基礎インフラの復旧と、

それら整備されたインフラの利用・活用による社会経済活動によって、コミュニティの復

興へ向けた能力が向上している。治安状況が悪化するという状況のなか、計画された活動

が実施され、アウトプットも確認されており、プロジェクト目標の指標もある程度達成し

ていることからプロジェクト目標がほぼ達成されたといえる。 

 

３－２ 評価結果の要約（調査時点） 

（1）妥当性 

本プロジェクトの妥当性は高い。 

1）本プロジェクトは、対象村におけるコミュニティ・インフラ整備や社会経済活動にか

かわる優先されたニーズを満たした。対象村の選定は、設定された基準によって政府支

配地域とLTTE支配地域の両地域から選定された。プロジェクトが採用したCAP、CMR方

式や参加型開発手法は妥当であり、地域住民やCBOsが問題解決のために地域資源を主体

的に利用する能力の形成につながった。 

2）プロジェクトの目標は、スリランカ政府の救済、復興、融和（Relief, Rehabilitation and 

Reconciliation：RRR）政策や開発政策と合致していることを確認した。 
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3）また、日本政府の外交政策やJICAの国別事業実施計画の方針とも合致している。本プ

ロジェクトは、JICAにおける対スリランカ援助の重点分野の協力でもある。 

 

（2）有効性 

本プロジェクトの有効性は高い。 

1）一部治安の悪化により達成が難しい成果もあるが、プロジェクト目標がおおむね達成

するに十分な成果が確認された。しかしながら治安状況の悪化やそれに伴う政府側の頻

繁な規則・規制の変更などがプロジェクトの運営に大きな影響を及ぼした。 

2）このような状況において、本プロジェクトは、プロジェクトの円滑な運営のために、

他ドナー、NGO、関連政府機関、治安部隊、LTTE、CBOsなど多様な関係者と友好的な

関係を構築・維持した。 

 

（3）効率性 

本プロジェクトの効率性は中程度である。 

1）計画されたアウトプットについては、一部治安状況の著しく悪化した地域を除いて、

おおむね達成した。 

2）プロジェクトが投入した業務費、専門家、資機材、研修などは妥当であった。特に、

派遣した専門家が有する経験は、アウトプットの達成に大きく貢献した。また、他ドナ

ーとの協働や資源の動員は追加的な資源として有効活用された。 

3）マナー県次官が果たした調整や意思決定に関する機能は、プロジェクトの円滑な実施

にとって不可欠であった。 

4）6 カ月ごとに開催されたJCCはよく機能し、治安状況を含め協議された事柄が必要な措

置のために関係者で検討された。 

5）マンタイ西郡において、政府職員の配置が限られていたことや、治安状況の悪化によ

って 2006 年 8 月以降いくつかの基礎インフラ事業や社会経済活動が断念されたことなど

により、非常に限定的な活動となった。 

 

（4）インパクト 

本プロジェクトのインパクトは高い。 

1）対象村やその近接村において社会経済活動による望ましい変化が確認された。また、

プロジェクトの活動による負のインパクトが確認されていない。 

2）対象住民が政府関係者とのコミュニケーションや交渉スキルを身につけたこと、地域

資源の利用・管理に関する知識などが向上していること、意識・態度が前向きに変化し

ていることなどから住民の能力がかなり高まった。 

3）プロジェクト対象地域における治安状況の悪化が、活動全般の障害になったが、「対象村

の社会経済状況が向上することによって対象村の人々が『平和の配当』を実感する」とい

う上位目標達成へ向けた、社会経済活動による望ましい変化が対象村で確認された。 

 

（5）持続性 

今後の治安情勢が予測不可能な現状では、プロジェクトの持続性を判断することは非常
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に困難である。停戦合意の遵守が、プロジェクトの持続性を保障する生命線である。 

1）対象村のCBOsにおける能力が、自らの手で各種の社会経済活動を実施できるまでに向

上している。地域住民も、政府職員とのコミュニケーションの知識を身につけた。また、

プロジェクトは、地域住民における個人の尊厳を保ちつつ、自信や信頼、連帯感の向上

に貢献した。さらに、対象村と近接村とのネットワークも生まれてきた。 

2）プロジェクトによって建設または修復された基礎インフラは、CBOsによって良好に利

用・管理されている。また、プロジェクトの研修によって習得したスキルによって、収

入の機会が増した。建設された基礎インフラや設備などの引き渡し手続きが現在進行中

である。 

3）政府職員においても、プロジェクト活動を通じてCBOsとの関係が強化された。基礎イ

ンフラ整備にかかる資金の一部が、追加的な建設工事のためにスリランカ政府の予算か

ら配分された。しかし、中央政府からこの地域の開発のために配分される予算は、限ら

れている。 

4）今後、政府による住民参加型のコミュニティ開発政策が開始される予定である。村落

ごとに必要な事業に優先順位をつけ、実施については住民の参加や現地リソースを活用

することになっている。本プロジェクトでとってきたCMR方式等は同政府の取り組みに

非常に有効であると考える。 

5）本プロジェクトの活動によって、対象村や地方行政関係者のレベルでは、それぞれの

能力が一定程度強化されてきたが、長年にわたる紛争の影響で、この地域における行政

管理の体制は十分とはいえない。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

（1）CAP及びCMR方式や参加型アプローチが紛争後地域における復旧･復興に有効であった。

 

（2）マナー県次官が果たした調整や意思決定に関する機能は、プロジェクトの円滑な実施に

とって不可欠であった。 

 

（3）プロジェクト専門家の現地語能力やスリランカでの村落開発における長い経験などが、

プロジェクトの実績の達成に貢献した。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（1）計画内容に関すること 

1）当初、プロジェクト目標達成の外部条件として設定されていた、治安状況の維持が満

たされなかった。 

2）当初計画の規模や対象範囲が治安状況の好転を想定していたため、治安状況の悪化に

柔軟に対応することが困難であった。 

 

（2）実施プロセスに関すること 

1）LTTEとの交渉などが予想以上に時間のかかる過程であったため、チームリーダーをはじ

め専門家やプロジェクトスタッフの業務量が圧迫された。 
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2）2006 年 8 月以降の治安状況の悪化は、計画されたプロジェクト活動の実施に大きな影響

を与えた。結果として、LTTE支配地域へのEntry/Exit ポイントが頻繁に閉鎖されたり、日

本人専門家がプロジェクトサイトからくり返し待避する事態に至った。 

 

３－５ 結論 

プロジェクト対象地域であるスリランカ北部マナー県の対象村では、CAP及びCMRを通じ

て、優先された基礎インフラの復旧と、それら整備されたインフラの利用・活用による社会経

済活動によって、コミュニティの復興へ向けた能力が向上している。このように、計画された

活動とアウトプットがおよそ達成されたことから、プロジェクト目標がほぼ達成されたといえ

る。 

評価 5 項目の観点からは、対象村の選定が紛争地域におけるさまざまな要因を考慮して慎重

に行われたこと、CAPの策定プロセスを通じてコミュニティのニーズが把握され、優先事業が

決定されたこと、などから妥当性は高い。また、CAPやCMRがプロジェクト目標の達成に有効

であったことが確認されたことから、有効性も高いといえる。 

他方、プロジェクトの円滑な実施にとって、マナー県次官が果たした役割は大きいものの、

政府職員の配置が限られていたことや治安状況の悪化は大きな障害となったので効率性は中

程度と判断された。インパクトについては、対象村やその近隣村において社会経済活動による

望ましい変化が確認されているので高いと判断された。しかしながら、今後の治安情勢が予測

不可能な現状ではプロジェクトの持続性を判断することは非常に困難である。 

プロジェクト地域における治安の悪化は、特にプロジェクトの後半における進捗に大きな影

響を及ぼした。そのため、マンタイ西郡では、いくつかの活動を断念せざるを得ない状況とな

った。このように、治安の悪化による一部事業の断念はあったが、残された活動は、2008 年 3

月までに終了する見込みであることから、本プロジェクトは、計画どおり終了することが妥当

であると判断された。 

停戦合意の遵守が、プロジェクトの持続性の担保と今後の協力にとって生命線である。 

 

３－６ 提言 

上記の結果を受けて、以下の内容の提言を行った。 

（1）本プロジェクトの残りの期間に実施すべきこと 

プロジェクトの支援によって建設された施設の利用と維持管理が適切に行われるために、

住民組織と政府関係者が協力して、施設の引渡し手続きをプロジェクトの終了前に完了させ

ること。 

（2）本プロジェクト終了後に実施すべきこと 

・マナー県は、コミュニティ開発事業の一環としてプロジェクト対象村への支援を継続

して行うこと。 

・マナー県は、政府職員に対して参加型開発を通じたCAPやCMR事業に係る能力育成に

関心を払うこと。 

・シンハラ地域で実施されてきたCAP、CMRや女性銀行の活動が、タミル社会でも有用

であることが本プロジェクトの経験から証明された。加えて、これらの事業にかかわ

ったシンハラ人のコンサルタント、エンジニア、女性銀行の人々による活動がタミル
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地域での両民族の新たな交流をもたらした。これは、北東部での現状に対する相互理

解の拡大にもつながるものである。このようなアプローチを他の事業でも取り入れる

ことが望ましい。 

・治安状況の悪化のため中止されたインフラ工事については、状況の好転が望めないな

か、実施を断念（abandon）し、当初計画どおり本プロジェクトは 2008 年 3 月に終了

することが適当である。しかしながら、これらのインフラ工事に対するスリランカ側

の関心は高く、今後の治安状況の変化に合わせて、どのような対応が可能かにつき、

日本・スリランカ国側双方で検討していく必要がある。 

 

３－７ 教訓 

本プロジェクトは、治安情勢が不安定な地域における復旧・復興事業として、JICAでは初め

ての試みであることから、以下のような点を教訓として取りまとめた。 

（1）関連機関との調整が重要である 

紛争地域での広範な課題の解決には、中央政府、地方行政機関、国際機関やNGOなどと

の調整や協働が重要である。本プロジェクトでは、マナー県次官が、関係者間の調整にお

いて特に重要な役割を果たした。 

 

（2）紛争地域ではコミュニティにおける能力育成を通じた復旧・復興が有効である 

紛争地域では、「平和の恩恵」として基礎インフラの整備といった目に見える成果が不

可欠である。本プロジェクトでは、CAP及びCMRを通じて基礎インフラの整備とコミュニ

ティの能力形成をともに行った。これによって、住民たちは一体感や自信、自立心を取り

戻した。 

 

（3）プロジェクト・マネジメントにおいて紛争後地域における固有性に留意すること 

紛争後地域では、地雷除去、住民への土地の配分・権利など固有な課題に留意すること

が必要となる。今後の類似事業への参考とするため、本プロジェクトでの経験を取りまと

め、その経験を共有することが重要である。 

 

（4）プロジェクトの実施体制（人員）において対象地域の特殊性や固有性を考慮すること 

紛争地域の復旧・復興事業では、対象地域における居住者と国内避難民の関係、異なる

グループでの土地配分、政治、民族、宗教など種々の課題に慎重に留意する必要がある。

JICA専門家でそのような課題に対応でき得る人材は非常に限られているが、そのような要

求に応えるためには、現地の人材を活用することも考慮すべきである。本プロジェクトの

場合は、プロジェクトの実施において、ナショナルスタッフが優れた能力を発揮した。ま

た、日本人専門家の現地語能力やスリランカでの村落開発の経験がプロジェクトの実績を

生み出すことにつながった。 

 

（5）「紛争後」というステータスの相違 

本プロジェクトは、紛争後の支援という位置づけではあったが、紛争後の状況の変化（武

装解除、地雷の除去、帰還民の動きなど）は他の「紛争後支援」プロジェクトの事例によ
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って異なる。本件のように「紛争後」という前提条件が危ぶまれる事態も起こり得ること

を認識したのは大きな教訓になったと考える。治安状況悪化にもかかわらず、関係者の努

力により事業実施に適切な対応をとってきた。しかし、不測の事態への備えとして、当初

計画の規模や対象範囲の設定、事業の展開方法等に柔軟性をもたせ、リスク回避策とする

ことも必要と考える。 
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Summary of the Terminal Evaluation for MANRECAP 
1. Summary of the Project 

Name of the country：The Democratic Socialist 

Republic of Sri Lanka  

Name of the Project：Mannar District Rehabilitation 

and Reconstruction through Community Approach 

Project (MANRECAP) 

Sector: Peace Building/Rural Development Type of cooperation：PROTECO2/  

Contractor: M&Y Co. Ltd. 

Section in-charge: JICA Sri Lanka Office Counterpart organizations：Ministry of Nation 

Building and Estate Infrastructure Development, 

North and East Provincial council, Mannar District 

Secretariat 

Period of Cooperation： 

24 March 2004 - 23 March 2008 
Total cost: 477 million Yen 

1-1 Background and outline of the Project 

The Government of Sri Lanka and the Liberation Tigers of Tamil Eelam (LTTE) signed the Cease-Fire 

Agreement in February 2002 with the facilitation of the Government of Norway.  The ethnic conflict, 

which lasted for nearly 20 years from 1983, caused a massive damage to the Northern and Eastern area 

of the country, and it is estimated that more than 800,000 people were displaced internally and 

externally during the conflict.  Many people still lived in a severe living condition, therefore the 

rehabilitation of infrastructure as well as reconstruction of the capacity of communities were required. 

 

In October 2002, JICA carried out a Needs Assessment Study on Reconstruction and Development in 

the conflict-affected areas in Sri Lanka.  In September and December 2003, JICA carried out Project 

Formulation Surveys to formulate the concept and the activity plan of the “Mannar District 

Rehabilitation and Reconstruction through Community Approach Project (MANRECAP)”, in 

consultation with the relevant stakeholders in the field and in Colombo. The Record of Discussions 

(R/D) was signed on 2nd March 2004, between JICA and the Government of Sri Lanka, and 

MANRECAP Project was commenced. 

 

The Project, MANRECAP, which targets communities affected by conflict in Mannar DS District 

(Mannar Division and Manthai West AGA Division) of the northern region of Sri Lanka, aims at 

supporting the “rehabilitation” of basic infrastructure and the “reconstruction” of community 

capability on socio-economic activities through utilization of rehabilitated infrastructure. By doing so, 

the communities are expected to engage in rehabilitation and reconstruction activities on their own, 

from formulation of plans to implementation, and management and maintenance. 

 

The Project was planned to be implemented in four stages. The first stage contains the selection of 

target villages and formulation of a priority project plan, i.e. Community Action Plan (CAP) by CBOs 

(Community Based Organizations) and the government agencies. The second stage is for rehabilitation 

of basic infrastructure by CBOs using community contract system, and training for the government 

                                                        
2 Proposed type technical cooperation project 
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officers and strengthening networking among them. The third stage stimulates socio-economic 

activities with focus on the utilization of basic infrastructure rehabilitated under the Project. The fourth 

stage as a final stage is for building capacity at community level to make CBOs be able to maintain and 

manage the infrastructure, and improving management of socio-economic activities. 

 

In the Mid-term Evaluation which was carried out in March 2006, it was confirmed that the adopted 

method of CAP and CMR3 had been creating many positive attitude and actions among villagers in the 

focal villages and that this led to successful implementation of the Project in the first two years even 

under difficult circumstances. Because of this remarkable feature of MANRECAP, the Project was the 

first one which had been widely achieving social mobilization in the rehabilitation and reconstruction 

activities in the northern region. The PDM was revised based on the recommendations made by the 

Mid-term Evaluation Team. 

 

After August 2006, deterioration of the security situation has hindered the Project from implementing 

its activities as planned. As a result, the entry/exit point to the uncleared area was closed frequently 

and Japanese Experts evacuated repeatedly from the Project site. The unstable security situation has 

caused (1) restrictions on movements of staffs, vehicles, equipment and materials, (2) negative impact 

on community participation in the Project activities, etc. Although most of the activities were carried 

out as planned despite the deteriorated security situations, some activities had to be abandoned in 

Manthai West AGA Division. 

1-2 Narrative summary of the Project 

(1) Overall Goal 

The villagers in the focal villages realize the peace dividend, as their socio-economic conditions are 

improved. 

(2) Project Purpose 

People in the Project sites are able to act sustainably in order for their livelihood improvement and 

community development. 

(3) Output of the Project 

1) Community Action Plan (CAP) is formulated with the participatory method. 

2) Basic community infrastructures are rehabilitated. 

3) CBOs acquire necessary abilities for socio-economic activities mainly utilizing the 

infrastructures rehabilitated by the Project. 

4) Cooperative relationships between the government officers and the CBOs in the focal villages 

are enhanced. 

(4) Inputs (as of 30 September 2007): 

 Japanese side: 

 Long term experts: 8 persons Short-term experts: 4 persons 

 Equipment and machinery provided: 5.3 Million Yen Training in Japan: 6 persons 

 Local cost implementation: 192.0 Million Yen 

                                                        
3 Community Managed Rehabilitation. MANRECAP defines the method that the communities undertake the contracts for rehabilitate 

small scale community infrastructure of the villages as CMR. CMR aims at social mobilization and capacity building of the 

community. 
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 Sri Lankan side: 

 Counterpart personnel: 6 persons Office space 

 Local cost: 17.3 Million Sri Lankan Rupees 

2. Member of the Terminal Evaluation Study Team 

Member of 

the Team 

Japanese side 

(1) Mr. Minoru HOMMA Japanese Team Leader 

 Team Director, Poverty Reduction / Paddy Field Based Farming Area Team I, Rural 

Development Department, JICA 

(2) Mr. Shiro AKAMATSU Participatory Development 

 Senior Advisor, Institute for International Cooperation, JICA 

(3) Mr. Atsutoshi HIRABAYASHI Peace Building 

 Special Advisor, Urban and Regional Development/Peace Building Team I, Social 

Development Department, JICA 

(4) Mr. Kenji KURIHARA Project Management 

 Associate Expert, Poverty Reduction / Paddy Field Based Farming Area Team I, 

Rural Development Department, JICA 

(5) Ms. Miki INAOKA Project Management 2 

 Assistant Resident Representative, JICA Sri Lanka Office  

(6) Mr. Yoshiaki KAKIZAKI Evaluation and Analysis 

 Rural Development Institute Ltd. 

 

Sri Lankan Side 

(1) Mr. A. Nicollaspillai District Secretary/Government Agent, 

 District Secretariat, Mannar 

(2) Mr. V. Visuvalingam Former District Secretary/ Government Agent, 

 District Secretariat, Mannar 

(3) Ms. N. Jayawathani Assistant Director (Planning), 

 Ministry of Nation Building and Estate Infrastructure Development 

(4) Mr. B. Sivapiragasam Deputy Director of Planning, 

 Provincial Planning Secretariat, Eastern Provincial Council (EPC) 

Period of the 

study 

6 October, 2007 - 23 October, 2007 

3. Summary of the Terminal Evaluation 

3-1 Project Achievements 

The Evaluation Team observes that the Project purpose is mostly achieved. Major outputs of the 

Project have been achieved since the prioritized infrastructures were rehabilitated, and the 

communities in the focal villages have been empowered through the application of CAP and CMR 

methods. However, some of the infrastructure constructions and socio-economic activities planned in 

Manthai West AGA Division were abandoned in 2006. The Japanese experts had to evacuate from the 

project site to Colombo and the activities were very much limited due to the deterioration in security 

situation since August 2006. 
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(1) Output 1: Community Action Plan (CAP) is formulated with the participatory method. 

Achievement of Output 1 is high. 

- 16 workshops were held in 10 focal villages in the first year (2004) and prepared CAP for each 

focal village. In addition, CAP review workshops were held in 2005 and 2007 for the purpose of 

responding to the rapid change of the situation in the conflict affected areas. 

- Through CAP review workshops, all participants deepened the knowledge and skills on CAP 

method. The communities are now in a position to organize and conduct CAP workshops in a 

planned and constructive manner. 

- Many of the needs of the communities which were prioritized in the CAP workshops have been 

fulfilled by the Project, and some other needs were met in collaboration with other donors. 

(2) Output 2: Basic community infrastructures are rehabilitated. 

The Achievement of Output 2 is generally high despite the deterioration of security in some of the 

targeted project villages. 

- Most of the constructions of planned infrastructures were completed, though a few were 

abandoned due to security deterioration. 

- Even in the adverse security situation in the Manthai West AGA Division, CBOs have been able to 

continue the CMR works to some extent without continuous supervision from the Project. 

(3) Output 3: CBOs acquire necessary abilities for socio-economic activities mainly utilizing the 

infrastructures rehabilitated by the Project. 

The Achievement of Output 3 is generally high and it will be high if the security situation is 

improved. 

 

- Trainings on socio-economic activities were implemented almost on schedule and the 

implementation performance has increased in the focal villages through trainings. 

- Small group savings led by the Women’s Bank in Colombo have grown up as regional branch 

banks and have become a model as a platform for socio-economic activities. The communities 

gained access to those loans, especially for continuing agriculture production in each focal village 

of Manthai West AGA Division even after security deterioration. 

- Seminar and study tours for the capacity building for the community: facilitation for CAP 

workshop, CMR and group saving activities were implemented in the first and second year as 

planned. 

- Small scale income generation activities such as cement block making, poultry, palmyra products, 

bulrush mats, sari painting, and compost making were started in the focal villages. 

(4) Output 4: Cooperative relationships between the government officers and the CBOs in the 

focal villages are enhanced. 

The Achievement of Output 4 is generally high. 

- The Project held prior discussions with relevant government officials, NGOs and communities on 

CAP and was able to receive proper assistance/services from them in order to implement 

community activities, and secure continuity after its completion. 

- The Chief Secretary of North Eastern Provincial Council and GA Mannar fully supported the proposal 

for Diploma in Community Development and Management and suggested to realize the course in 

Vavuniya campus of Jaffna University. The diploma course was commenced in August 2007. 
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 (5) Achievement of Project Purpose 

 It is observed that CBOs are organizing social activities and bringing in public services in 

collaboration with the government and NGOs by utilizing the constructed public buildings 

through CMR, and CBOs obtained an opportunity to gain profit and income through CAP/CMR. 

Despite the limited activities due to the deterioration of security, the Project activities continued 

to be implemented as planed the outputs have been mostly achieved. From the observation, the 

Project purpose “People in the Project sites are able to act sustainably in order for their livelihood 

improvement and community development” is mostly achieved. 

3-2 Evaluation result based on the five evaluation criteria 

(1) Relevance 

The relevance of the Project is high. 

1) The Project fulfilled the prioritized needs of the focal villages on community infrastructure and 

socio-economic activities. The focal villages were selected both in government controlled/ 

un-cleared areas, with set criteria. The applied methods of CAP and CMR through participatory 

approach are identified as appropriate because it empowers the local people and the CBOs to 

tackle their issues on their own initiatives. 

2) It is confirmed that Project purpose is consistent with RRR (Relief, Rehabilitation and 

Reconciliation) policy as well as development policy of the Government of Sri Lanka.  

3) The Project is also consistent with the Japanese foreign policy and a priority cooperation area of 

JICA for Sri Lanka. 

 

(2) Effectiveness 

The effectiveness of the Project is high. 

1) The Project purpose was mostly achieved. However it should be noted that deterioration of the 

security condition and frequent change of the rules and regulations imposed affected over the 

project implementation. 

2) MANRECAP has established and maintained effective and cordial relationship among 

stakeholders such as other donors, NGOs, government agencies and personnel, security forces, 

the LTTE, CBOs, and the village people for smooth implementation. 

 

(3) Efficiency 

The efficiency of the Project is moderate. 

1) The Project has mostly achieved the project outputs except some of the project area which faced 

deterioration of security situation. 

2) The input to the Project was appropriate. Especially the background of the dispatched experts 

has strongly contributed to the achievement of the Project outputs. Collaborative actions and 

mobilization of the other donor resources were obtained as much as possible in addition to the 

resource provided. 

3) GA performed an indispensable function in coordinating and decision making for the smooth 

implementation. 

4) The bi-annually organized JCC functioned well and issues including security matters raised at 

the JCC were passed to other organizations for further discussions and arrangements. 
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5) In Manthai West AGA Division, due to the deterioration in security situation since August 2006, 

some of the infrastructure constructions and socio-economic activities in the project plan were 

abandoned in 2006 therefore the activities in the area were very much limited. 

 

(4) Impact 

The impact of the Project is high. 

1) Many positive changes are observed in the focal and adjacent villages. At the same time no 

significant negative impact on general livelihood is observed in the focal villages. 

2) Negotiation and communication skills, knowledge on local resource management of the people 

have increased, attitude has positively changed, and thus capability has been significantly 

enhanced. 

3) The deterioration of security situation in the Project area is an obstacle for the Project. However 

some positive changes have been observed through socio-economic activities to achieve the 

Overall Goal which is “The villagers in the focal villages realize the peace dividend, as their 

socio-economic conditions are improved”.   

 

(5) Sustainability 

The sustainability of the Project is at present difficult to evaluate since the security situation is 

unpredictable. The practical observance of the ceasefire agreement is the lifeline to assure the 

sustainability. Based on the ideas mentioned above, the followings are observed. 

1) The capacity of the CBOs in the focal villages has been built to an extent that they can carry on 

several socio-economic activities on their own. Community people have gained knowledge in 

understanding official communication with relevant government departments. The Project has 

also imparted self-confidence and increased sense of trust and unity in the community while 

their personal dignity is maintained. The networking with adjoining villages has also been 

developed. 

2) The rehabilitated and constructed infrastructure is well in use by the CBOs and the skills 

obtained through the trainings given by the Project have increased the income opportunities. 

The handing-over process of constructed infrastructure, facilities are now being conducted. 

3) The government officials have gained experience in working with CBOs. Budget was partially 

allocated by the Government of Sri Lanka to implement some supplemental construction works. 

However, limited funds for development activities are available from the national budget to the 

area. 

4) The Government is planning to introduce participatory community development policy. It will 

encourage the villagers to prioritise projects which are formulated based on their own needs and 

local resources will be utilized with the community participation. The experience of CMR 

introduced in the Project could be applied in the Government initiative. 

5) Though the capacity at the local level is strengthened to some extent, the public administration in 

the area is yet to be strengthened due to conflict situation in the past. 

3-3 Contributing factors to create positive effects 

(1) The methods of CAP and CMR through participatory approach are identified as appropriate for 

rehabilitation and reconstruction in conflict affected areas. 
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(2) GA of Mannar District performed an indispensable function in coordinating and decision making 

for the smooth implementation of the Project. 

(3) The background of the experts of MANRECAP such as good command in local languages, and 

experience in community development in Sri Lanka contributed to maximize the performance of 

the Project. 

 

3-4 Problems and their causes 

(1) Problems with regard to the Project framework 

1) The important assumptions identified at the time of project formulation were not realized due 

to security deterioration in the Project area. 

2) The Project has little flexibility to cope with changing security situations in terms of quantity 

of basic infrastructure and number of focal villages. 

(2) Problems with regard to the implementation process of the Project 

1) The workload of the Chief Advisor, Japanese experts and national staff were pressurized, as 

negotiation with the LTTE on imposed tax was more time consuming process than they 

expected. 

2) After August 2006, deterioration of the security situation has hindered the Project from 

implementing its activities as planned. As a result, the entry/exit point to the uncleared area 

was closed frequently and Japanese Experts evacuated repeatedly from the Project site. 

 

3-5 Conclusion 

As described above, the Evaluation Team observes that the Project purpose is mostly achieved. Major 

outputs of the Project have been achieved since the prioritized infrastructures were rehabilitated, and 

the community in focal villages has been empowered through the application of CAP and CMR 

methods. 

 As for the five criteria: (1) the relevance of the Project is high since the selection of target 

community was carefully done by considering the various factors in the context of conflict affected 

area and the needs of local communities were prioritized through CAP preparation; (2) the 

effectiveness is high: CAP and CMR methods effectively contributed to achievement of Project 

purpose; (3) efficiency is moderate: the coordination made by GA of Mannar District contributed a lot 

for smooth implementation, although the scarcity of local human resources and the deterioration of 

security situation hampered the Project implementation; (4) impact is high since the positive changes 

in socio-economic conditions were observed in the focal and adjacent villages; (5) sustainability is at 

present difficult to evaluate since the security situation is unpredictable. 

 It is noted that the deterioration of security situations in the area especially in the latter half of 

Project period severely hampered the Project activities and some activities in Manthai West AGA 

Division were forced to abandon halfway. 

 The Evaluation Team observes that although there are some abandoned activities due to security 

deterioration, the Project will complete the remaining activities by March 2008 and it is appropriate 

that the Project be terminated as originally planned. 

 The practical observance of the ceasefire agreement is the lifeline to assure the sustainability and for 

further interventions in the future. 
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3-6 Recommendations 

Although the successful implementation of the Project mentioned above, the Team draws the following 

recommendations for further progress of the project. 

(1) Measures to be Taken Before the Termination of the Project 

1) Handing-over procedure must be completed by the Government officials and CBOs before the 

termination of the Project in order to assure proper operation and maintenance of the 

infrastructures provided by the Project. 

(2) Measures to be Taken After the Termination of Project 

1) It is recommended that the District Secretariat of Mannar continue to support the CBOs 

targeted by the Project in terms of community development. 

2) It is recommended that the District Secretariat focus on the capacity building of government 

officers in participatory approaches through application of CAP and CMR methods in the area.

3) It was proved that the methods previously used in the Sinhala community such as CAP, CMR 

and Women’s Bank Activity are applicable also in the Tamil community. The consultants, 

engineers, Women’s Bank people from the South visited the sites in the Tamil area. This also 

brought new interchange among the people, which will benefit to the expanding of mutual 

understanding of the reality on the ground. It is recommended that this approach be taken over 

to other projects in the area. 

4)  It is appropriated to terminate the Project as planned schedule i.e. March 2008, as some of the 

infrastructure projects had to be abandoned due to the deterioration of security situation and no 

prospect of improvement. However the Sri Lanka side has high expectation of the completion 

of infrastructure projects, Japan and Sri Lanka need to discuss further to materialise in 

adjusting with security situation.  

 

3-7 Lessons Learnt 

The Project implementation under the circumstances of unstable security in conflict affected areas, was 

the first experience for JICA. In this regard, the Team draws several lessons learned from MANRECAP 

case. 

 

(1) Coordination among the relevant organizations 

The importance of coordination among the central and local governments, UN agencies, NGOs 

must be highlighted. In the case of MANRECAP, the GA of Mannar District played an 

indispensable role in coordinating the relevant organizations in order to bring about the best result 

for the people in the area. 

 

(2) Rehabilitation through community empowerment in conflict affected areas 

It is very important that the community receive tangible change, such as rehabilitation of 

infrastructure as peace dividend. In the case of MANRECAP, this rehabilitation was undertaken by 

applying the CAP and CMR methods, which empowered the CBOs at the same time. 

 

(3) Post-conflict specific issues and project management 

There are some post-conflict specific issues in the implementation of project such as de-mining, 
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land allocation, ownership and certificate issue, etc. The experiences acquired through 

MANRECAP on these issues must be shared for future reference.  

 

(4) Consideration of local context and personnel recruitment 

For the projects in conflict affected areas, local context is to be taken into most careful consideration 

to handle sensitive matters such as population balance of IDPs and host communities, land issues 

between the different groups. However, the experience of JICA experts in such types of intervention 

is limited, in general. To meet the requirements in such fields, involvement of local human resources 

should be considered. In case of MANRECAP, the national staff showed excellent performance for 

the implementation of the Project. The background of the experts of MANRECAP such as good 

command in local languages, and experience in community development in Sri Lanka also 

contributed to maximize the performance of the Project. 

 

  (5) Different status in “Post-Conflict” situation 

This Project is considered as a project under “Post-Conflict” assistance. However the situation of 

“Post-Conflict” e.g. disarmament, demining and movement of returnees, is vary in different 

projects. It is a lesson-learnt that we recognise a possible change of “Post-Conflict” status and /or 

environment during project implementation period as the Project experienced. Despite the 

deterioration of security situation, at the implementation level, consolidated effort by the 

stakeholders was sought for adequate implementation. At the same time, this is also advisable 

that a Project’s design needs to be more flexible in its scale and target area as well as project’s 

plan of action to avoid risk in case of contingency.  
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第１章 終了時評価調査の概要 
 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

（1）案件の背景と概要 

スリランカ民主社会主義共和国（以下、「スリランカ」と記す）では多数派シンハラ民族

（全人口の 74％）と少数派タミル民族（18％）の対立が国家安定の阻害要因として最大の懸

案事項とされている。タミル反政府武装集団「タミル・イーラム解放の虎（Liberation Tigers 

of Tamil Eelam：LTTE）」は約 20 年間、北部・東部州分離独立を目的として政府軍と闘争を

続けてきたが、ノルウェー政府の仲介が奏効し、2002 年 2 月に政府との無期限停戦に合意し

た。しかし、長期間の内戦により、北東部州は荒廃し、80 万人以上の難民・国内避難民が発

生し、地域住民は劣悪な環境の下で生活しており、その解決に向けたインフラ復旧整備とコ

ミュニティの能力の復興が求められている。以上のような状況を考慮し、2003 年 9 月、JICA

は包括的プロジェクト形成調査を実施し、難民・国内避難民への支援ニーズを確認し、スリ

ランカ政府と討議議事録を署名・交換する過程を経て、「コミュニティ・アプローチによる

マナー県復旧・復興計画」（以下、「本プロジェクト」）を業務委託契約にて実施することと

なった。 

本プロジェクトは、2004 年 3 月に開始され、4 年間の予定でスリランカ北部地域のマナー

県のコミュニティを対象に、基礎インフラの「復旧」と、復旧したインフラの利用・活用を

中心とした社会経済活動に係るコミュニティの能力の「復興」を支援することにより、住民

組織を中核として住民自らが復旧・復興事業の立案から実施・運営管理まで自主的・継続的

に実施できるよう支援することを目的としている。 

実施機関は、国家建設・エステートインフラ開発省（Ministry of Nation Building and Estate 

Infrastructure Development：MNB & EID）である。同省は、プロジェクト対象地域であるマナ

ー県を含む復興を担当する省である。R/D署名時はVanni復興支援省4がプロジェクト実施責任

省となっていたが、その後 2 度の省庁改編により、MNB&EIDとなった。実施担当機関はマ

ナー県の復興・開発事業の責任機関であるマナー県次官事務所であり、県の次官が現場レベ

ルでの事業運営・管理及び調整を行うことになっている。 

2006 年 3 月の中間評価調査以後、2006 年 8 月に北部地域において政府軍とLTTE軍の戦闘

が激化した。日本人専門家はアヌラーダプラ、コロンボに一時退避しての遠隔操作による事

業実施となったことに加え、資機材の輸送に係る制限が厳しくなり、特にLTTE地域における

インフラ復旧工事に大きな遅れが生じた。 

 

（2）調査団派遣の経緯と目的 

2008 年 3 月のプロジェクト協力期間終了に向けて、PDM及び活動計画に基づき、プロジェ

クトの投入実績、活動実績、計画達成度を調査・確認し、問題点を整理するとともに、評価

5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）の観点から、スリランカ側関係者

及びプロジェクトチームとともに合同終了時評価を行う。 

                                                        
4 Vanni復興支援省は2004年4月の総選挙結果による政権交代で救済・復興・融和省（3R省）に吸収され、その後名称を国家建

設・開発省（Ministry of Nation Building and Development：MNBD）と変えた後、2006年9月からMNB&EIDとなっている。 
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１－２ 評価調査者の構成と派遣期間 

本合同評価を実施するにあたり、日本、スリランカ評価者は以下のとおりである。 

（1）日本側 

担当分野 氏 名 所 属 

団長/総括 本間 穣 JICA農村開発部第 1 グループ 貧困削減・水田地帯第 1 チー

ム長 

参加型開発 赤松 志朗 JICA国際協力専門員 

平和構築 平林 淳利 JICA社会開発部特別嘱託 

評価分析 柿崎 芳明 有限会社アールディーアイ 主任研究員 

計画管理 1 栗原 謙治 JICA農村開発部第 1 グループ 貧困削減・水田地帯第 1 チー

ムジュニア専門員 

計画管理 2 稲岡 美紀 JICAスリランカ事務所 所員 

 

（2）スリランカ側 

Mr. A. Nicollaspillai マナー県次官 

Mr. V Visualingam 元マナー県次官 

Ms N. Jayawathani 国家建設・エステートインフラ開発省計画課長補佐  

Mr. B Sivapiragasam 東部州政府、計画部副部長 

 

調査期間 

2007 年 10 月 5 日～10 月 25 日 

詳細日程は付属資料 1、主要面談者は付属資料 2 参照。 

 

１－３ 案件の概要 

項 目 内 容 

プロジェクト名 コミュニティ・アプローチによるマナー県復旧・復興計画プロジェクト

（Mannar District Rehabilitation and Reconstruction through Community 

Approach Project：MANRECAP） 

実施地域 マナー県 

実施期間 2004 年 3 月 25 日～2008 年 3 月 24 日 

実施機関 実施責任省：国家建設・エステートインフラ開発省 

Ministry of Nation Building and Estate Infrastructure Development 

上位目標 対象村の社会経済状況が向上することによって対象村の人々が「平和の

配当」を実感する。 

プロジェクト目標 プロジェクト対象地域において、住民が生活向上とコミュニティ発展の

ために自立的に行動できる。 
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成果 1. 参加型によるコミュニティ行動計画が策定される。 

2. コミュニティの基礎インフラが復旧される。 

3. 住民組織（Community Based Organizations：CBOs）が社会経済活動

を行うための必要な能力を身につける。 

4. 行政官と対象村のCBOsの協働関係が強化される。 

活動 1-1 県レベル事業実施委員会で選定したプロジェクト候補地のなかか

らプロジェクト対象地域を選定する。 

1-2 プロジェクト対象地域においてワークショップを開催し、コミュニ

ティ行動計画（Community Action Plan：CAP）を策定する。 

2-1 CAPに基づき、CBOsがコミュニティ・コントラクト方式で行う基

礎インフラの復旧計画を策定する。 

2-2 CBOs及び行政官に対し、コミュニティ・コントラクト方式の実施

に必要となるトレーニングを行う。 

2-3 コミュニティ・コントラクト方式等による建設事業を実施する。 

2-4 復旧された基礎インフラの維持・管理方法をCBOsに指導する。 

3-1 CBOsによる経済活動（農業、漁業、加工、販売）の活性化のため

に必要な訓練・指導や情報提供を行う。 

3-2 地域内の社会活動（相互扶助、社会福祉、母親教室、青少年活動、

伝統行事、平和教育など）の活性化を支援する。 

3-3 CBOsによる社会経済活動の運営管理方法を指導する。 

4-1 行政官に対する参加型開発手法の訓練を行う。 

4-2 行政官に対する参加型開発先進地への研修旅行を実施する。 

 

１－４ 評価方法 

（1）評価の手順 

調査実施時点までのプロジェクトの投入実績、活動実績、計画達成状況等について確認し、

プロジェクト対象村でフォーカスグループディスカッションと各関係者に対する面談を実

施した。次に 5 項目「妥当性」「有効性」「効率性」「インパクト」「持続性」について分析・

評価を行った。最後に、プロジェクト終了に向けての提言を行うとともに教訓の抽出を行い、

これら評価調査の結果を合同評価報告書として取りまとめた。 

プロジェクトサイト視察は安全上の理由によりマナー郡に限定された。マンタイ西郡の情

報は、現地に配属されている政府職員及びプロジェクトスタッフからの聞き取りにより収集

した。 

 

（2）評価の視点 

本終了時評価にあたっては、以下の評価 5 項目の観点からの検討を行い、評価を実施した。 

1）妥当性 

妥当性は、プロジェクトが定めた上位目標とプロジェクト目標が、被援助国の開発政策

やターゲット・グループのニーズと一致しているか、また、これらの目標を達成するため

のプロジェクト・デザインが妥当であったかを検証するものである。 
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2）有効性 

有効性とは、プロジェクト実施によって、ターゲット・グループに対して所期の便益を

もたらすことができたかどうかを評価するものである。そのためにはプロジェクト目標の

達成度を分析するとともに、その内容について、プロジェクト活動によるアウトプット産

出への貢献度を検証することが必要である。 

3）効率性 

効率性とは、プロジェクト実施過程における生産性のことであり、投入がアウトプット

にどれだけ効率的に転換されたかを検証する。 

4）インパクト 

インパクトとは、プロジェクト実施により生じた直接的及び間接的なポジティブ、ネガ

ティブな効果、影響のことである。 

5）持続性 

持続性とは、プロジェクト実施による効果が、プロジェクト終了後においても持続され

るかどうか、それらの阻害及び貢献要因について、政策及び制度的側面、組織及び財政的

側面、そして技術的側面から検証するものである。 
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第２章 プロジェクトの実績と実施プロセス 
 

２－１ 投入実績 

本プロジェクトでは、評価調査時点までに（2007 年 9 月末）、チーフアドバイザー/村落開発、

社会開発/ジェンダー、業務調整、参加型開発、小規模インフラ整備、評価・モニタリングなどの

長期及び短期専門家を合計 137 人/月投入した。また、プロジェクトでは合計 1,067 人/月のナショ

ナル・スタッフを雇用した。その他に、本邦及びスリランカ国内における各種研修、資機材の他

に基礎インフラ整備事業費を含めた現地業務費などを投入した5。 

他方、スリランカ側は、12 名の政府職員をプロジェクトのカウンターパート（C/P）として配

置した。また、コミュニティ・マネージド・リハビリテーション（Community Managed 

Rehabilitation：CMR）の実施過程におけるプロジェクト実施委員会（Project Implementation 

Committee：PIC）メンバーの積極的なかかわり6を含めいろいろな関係政府機関の職員が、プロジ

ェクトの実施にかかわった。さらに、スリランカ側は人的な投入のみならず、本プロジェクトの

基礎インフラ整備事業に関して、多目的ホールでのトイレやポンプ小屋の建設などの追加事業予

算の配分という形で財政的な面からも貢献した。 

 

２－２ 活動実績 

本プロジェクトで計画された活動は、PDM、中間評価時に改訂されたPDM（第 2 版）及び活動

計画（PO）に基づいておおむね実施された。しかし、治安状況が 2006 年 8 月以降悪化したため、

マンタイ西郡ではいくつかの基礎インフラの復旧や社会経済活動を断念せざるを得ない状況と

なった。プロジェクト活動の実施状況の詳細は表２－１のとおりである。 

 

表２－１ 活動の実施状況 

活 動 実施状況 

1-1 県レベル事業実

施委員会で選定し

たプロジェクト候

補地のなかからプ

ロジェクト対象地

域を選定する 

以下の活動が、計画どおり実施された。 

1．コミュニティ・プロファイルがマンタイ西郡で 26 村（7 村落行政

官地区）とマナー郡で 48 村（16 村落行政官地区）を対象として作

成された（2004 年 5 月）。 

2．関係者との話し合い（郡次官、郡村落開発官、農業担当官、漁業

担当官、住宅公社、国連機関など）（2004 年 5 月） 

3．PICにおける対象村の絞り込み（9 村、5 村落行政官地区、1,476

家族）（2004 年 6 月） 

4．JCCにおける対象村の決定（2004 年 8 月） 

5．PICでテーワンピッディ村落行政官地区を追加対象地域として決

定（UN機関との共同プロジェクトとして）（2004 年 10 月） 

6．プロジェクト対象候補地における地雷に関する確認（UNDP、FSD）

（2004 年 10 月） 

                                                        
5 終了時評価時点での協力金額は、1.92億円（現地業務費）である。なお、スリランカ側のローカルコスト負担額は、約2,000

万円である。 
6 治安上の問題（移動の制限）から、PIC会議に参加できなかったメンバーもいた。 
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活 動 実施状況 

 7．PICによる最終的な対象村の承認（10 村、1,074 家族）（2004 年

10 月） 

8．JCCによる対象村と対象家族数の確認（2005 年 2 月） 

1-2 プロジェクト対

象地域においてワ

ークショップを開

催し、コミュニティ

行動計画（CAP）を

策定する 

以下の活動が、計画どおり実施された。 

1．CAPの準備作業 

1.1 CAPワークショップのガイドラインを作成し、プロジェクトス

タッフと関連政府職員を対象として参加型開発に関する研修や

スタディツアーを実施した（2004 年 4 月～2005 年 3 月）。 

1.2 プロジェクト目標やCAPワークショップに関する関係機関や

関係者との合意形成（2004 年 6 月） 

1.3 マナー県次官と村代表などとのCAPワークショップのガイド

ラインや参加型開発方法に関する合意形成（2004 年 6 月） 

2．CAPワークショップの開催（参加者 513 名） 

2.1 2 日間のCAPワークショップを対象全 10村とUN4Rプロジェク

トのテーワンピッディ村で開催した（2004 年 7 月～8 月）。 

2.2 2005 年に計画したCAPレビューワークショップを対象全 10 村

で開催した（参加者 325 名）。 

2.3 2006 年に計画したCAPレビューワークショップが治安悪化の

ため実施できず。 

2.4 2007 年に計画したCAPレビューワークショップをマナー郡の

3 村で開催した。 

3．対象村におけるCAPの最終版策定とMANRECAP調整委員会

（MCC）の設立 

3.1 対象村におけるCAPドラフトの策定とグループ・ディスカッシ

ョンによるCAP最終案の策定 

3.2 各CBOsにおける代表選出と各村における熟練工の確認を目的

としたMCCの開催（10 カ所、参加者 250 名） 

2-1  CAPに基づき、

CBOs（住民組織）

がコミュニティ・コ

ントラクト方式で

行う基礎インフラ

の復旧計画を策定

する 

CAP策定後、地域住民、プロジェクトスタッフ、関連政府職員が共

同で以下の活動を実施した。 

1．村内の踏査調査 

2．各対象村での基礎インフラ案件と実施計画の検討 

3．CBOsメンバーと関連政府職員による施設ごとの検討 

4．プロジェクトスタッフによる各施設のデザインと契約書の作成

5．関連政府職員との各施設のデザインに関する検討 

6．各施設のデザインと契約書の作成に関する住民の承認 
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活 動 実施状況 

2-2 CBOs及び行政官

に対し、コミュニテ

ィ・コントラクト方

式の実施に必要と

なるトレーニング

を行う 

コミュニティ・コントラクトのガイドラインが作成され、以下のト

レーニング・プログラムやスタディツアーが毎年実施された。 

1．資金管理に関する研修 

2．建設工事に関する研修 

3．ブロック製造、発電機、耕耘機、ポンプ、コンパクターなど機

械操作に関する研修 

4．安全管理に関する研修 

5．スタディツアー 

2-3 コミュニティ・コ

ントラクト方式等

による建設事業を

実施する 

1．基礎インフラの建設工事が以下の手順で実施された。 

1.1 プロジェクトスタッフによって数量明細書（B.O.Q）と契約書

が作成された。 

1.2 JICAによる承認を経て、CBOsと県次官が契約書に署名を行っ

た。 

1.3 CBOsと建設工事計画などを検討した。 

1.4 CBOsが資材や職人の手配を行った。 

1.5 プロジェクトスタッフや政府職員による監督の下、建設工事を

行った。 

1.6 必要に応じてCBOsの責任者とプロジェクトスタッフ、政府職

員による会合を行った。 

1.7 マンタイ西郡では 2005 年 8 月以降、MANRECAPが政府支配地

域での資材の調達や書類手続きを行った。 

1.8 プロジェクトスタッフがCMRに関する資金管理書類のチェッ

クとCBOsの責任者に対する助言を行った。 

1.9 プロジェクトスタッフ（エンジニア）によって技術研修や指導

をOJTとして行った。 

2-4 コミュニティ・コ

ントラクト方式等

による建設事業を

実施する 

2．いくつかの基礎インフラの建設が計画どおり実施された。しかし、

その他ほとんどの工事が計画より遅れた。 

2.1 2005 年度：不測の事態によって、いくつかの工事が遅れたり、

実施できなかった。 

2.2 2006 年度：2006 年度に計画された基礎インフラ工事は、治安

の悪化によるセメントなどの資材不足（特にマンタイ西郡）の

ために影響を受けた。いくつかのCMRは完成することができな

かった。 

2.3 2007 年度：マンタイ西郡におけるセメント不足、マナーから

同地域への資材の運搬が困難であったことなどから、工期の遅

れや断念を余儀なくされた。 
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活 動 実施状況 

2-5 復旧された基礎

インフラの維持・管

理方法をCBOsに指

導する 

1．復旧された基礎インフラの維持管理方法に関するトレーニングや

スタディツアーを実施した。いくつかの活動は、工事の遅れや治安

の悪化によって計画より実施が遅れた。 

1.1 筒井戸のポンプ・モーターの維持管理に関する研修（2004 年

度、7 村で 7 回開催、参加者 42 名） 

1.2 筒井戸、ポンプ・モーターの維持管理に関するフォローアップ

研修（2005 年度、3 村で 3 回開催、参加者 21 名） 

1.3 筒井戸、ポンプ・モーターの維持管理に関するフォローアップ

研修（2006 年 5 月、7 村から 12 名が参加） 

1.4 基礎インフラの維持管理に関する郡役所及び町役場との話し

合い（2007 年 2 月） 

1.5 基礎インフラの引き渡しに関する文書の作成 

1.6 復旧された基礎インフラの維持管理に関するスタディツアー

（2007 年 9 月） 

1.7 復旧された基礎インフラの維持管理に関するフォローアップ

セミナー（2007 年 9 月） 

1.8 復旧された基礎インフラの維持管理に関するワークショップ

（2007 年 10 月） 

 2．復旧された基礎インフラの維持管理体制に関する計画策定は計画

より遅れた。 

2.1 PICでの引き渡しに関する合意形成 

2.2 MANRECAPスタッフ、地方行政官、郡及び県役所の代表によ

る「引き渡し」に関する作業チームの形成 

2.3 住民参加型維持管理に関するクルネーガラへのスタディツア

ーの開催 

2.4 スタディツアーのレビュー・ミーティング 

2.5 各村における基礎インフラの維持管理に関するワークショッ

プの開催 

2.6 復旧された基礎インフラの維持管理に関する地方行政官によ

る助言の取りまとめ 

2.7 プロジェクトによる復旧された基礎インフラの引き渡しと維

持管理に関する基本方針の決定 

2.8 第 1回合同会議において、MANRECAPが 2005年に作成した「維

持管理ガイドラインとマニュアル」の最終版が策定される予定

（2007 年 12 月） 

3-1 CBOsによる経済

活動（農業、漁業、

加工、販売）の活性

化のために必要な

訓練・指導や情報提

1．農業関連のトレーニング及びその他の活動 

1.1 トレーニング 

2005 年度：次のようなトレーニングが計画どおり実施された。

畑作物、稲作、野菜、淡水魚養殖、ポット栽培、グループロー

ンによる稲作栽培、パパイヤ、観葉植物、ココナツ 
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活 動 実施状況 

供を行う 2006 年度：マンタイ西郡で計画されていた研修は、治安悪化の

ためにキャンセルした。 

ココナツ苗の植え付けと管理、野菜と果樹の育苗、陰樹・果樹、

野菜の育苗、ココナツ及びカシューナッツ、養鶏、淡水魚養殖、

稲作の病害虫防除、小規模ドリップ灌漑、ネットハウス管理、

ポット栽培、小規模農民グループによる果樹と野菜栽培 

2007 年度：稲作、堆肥製造、家庭菜園における害虫防除 

マンタイ西郡におけるいくつかの農業関連トレーニングは、治安

悪化のため実施できなかった。 

1.2 技術支援と必要投入材の提供 

品種に応じた育苗床の準備、スイートポテトとキャッサバの最

新の植え付け技術、家庭菜園における節水型管理、コマーシャ

ル・ベースの堆肥製造 

1.3 技術指導 

スイートポテトとキャッサバの新品種の導入、地鶏の庭先飼育、

溜池での淡水養殖 

2．生計向上活動 

2004 年度：青少年のための石工研修、セメントブロック製造 

2005 年度：治安悪化のため、いくつかの活動が継続できなかった。

パルミラ椰子工芸（初級、中級）、ウッド・アップルのジャム製

造、低コストハウジング資材と生計向上活動に関するスタディツ

アー 

2006 年度：以下のトレーニングや活動が計画どおり実施された。 

ハウジングのための高費用効果技術・プレキャスト・コンクリー

ト工法、マット製造（初級、上級）、サリー・ペインティング 

2007 年度：以下のトレーニングが計画どおり実施された。 

サリー・ペインティング（初級、上級、仕立て技術上級）、菓子

製造 

マンタイ西郡で 2006 年と 2007 年に計画されたウッドアップルの

加工、マット製造上級コースなどの研修は、治安悪化とEntry/Exit

ポイントの閉鎖のために実施できなかった。 

3-2 地域内の社会活

動（相互扶助、社会

福祉、母親教室、青

少年活動、伝統行

事、平和教育など）

の活性化を支援す

る 

1．初めての社会活動としてのマイクロファイナンスは、コロンボの

女性銀行の支援によって 2004 年 9 月に開始された。2007 年には、

コロンボからの支援が限られているにもかかわらず、38 グループ、

411 名のメンバーにまで拡大し持続的に機能している。 

また、既存の組織の活性化に加え、各種CBOsの組織化も初年度に

おける重要な社会活動であった。プロジェクトの支援で新たに設立

されたCBOsは、農民組合と農村開発組合が各 2、女性農村開発組合
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活 動 実施状況 

 が 4 つであった（初年度）。 

2．プロジェクトは、CBOsが計画・実施する村での各種の行事や子

供活動を支援した。 

3．各種の活動がCBOsやコミュニティによって計画された。しかし、

2005 年から 2007 年にかけては、特にマンタイ西郡において、治安

状況のためにプロジェクトとして十分な支援ができなかった。 

3-3 CBOsによる社会

経済活動の運営管

理方法を指導する 

次のような活動が継続的に実施されたが、治安悪化に伴うEntry/Exit

ポイントの閉鎖などにより、特に 2006 年と 2007 年の活動は限定的

であった。 

1．CMRの実施に必要な簿記と会計に関するトレーニングを各村で

2004 年から継続的に 2007 年まで実施した。これが、CBOsにおける

管理能力の強化につながった。 

2．生計向上活動のための地域資源の有効活用を目的としたグループ

組織化支援をいくつかの対象村で実施した。 

3．マナー郡のCBOsに対して、NGOによる共同資金の利用計画の作

成に関する支援を行った。 

4-1 行政官に対する

参加型開発手法の

訓練を行う 

1．プロジェクトでは、2004 年と 2005 年に政府職員における理解の

促進を目的として、CAP、CMR、マイクロファイナンスなどに関す

るガイドラインの作成、配付、指導などを行った。 

2．次のようなトレーニング、セミナーや講義を行った。 

2004 年度：NGOスタッフに対する参加型開発の講義（2004 年 9 月）、

マイクロファイナンスに関するセミナー 

2005 年度：参加型開発による村落開発に関するトレーニング（2006

年 1 月） 

2006 年度：ハウジングのための高費用効果技術・プレキャスト・コ

ンクリート工法に関するトレーニング（2006 年 9 月）、CBOsとの

協働に関するセミナー（2007 年 2 月） 

2007 年度：モニタリング・評価に関するセミナー、政府職員と村落

開発の運営管理ディプロマコース学生を対象とした「CBOsによ

るCMRに関するセミナー」（2007 年 9 月）、モニタリング・評価

に関するフォローアップセミナー（2007 年 9 月） 

4-2 行政官に対する

参加型開発先進地

への研修旅行を実

施する 

1．政府職員を対象として、次のようなスタディツアーを実施した。

2004 年は計画どおり実施したが、2005 年から 2007 年にかけては、治

安の悪化により、計画の一部をキャンセルしたり延期したりした。 

2004 年度：村落行政官とCBOsリーダーを対象としたCMRに関する

スタディツアー（2005 年 1 月）、村落行政官とCBOsリーダーを対

象としたマイクロファイナンスと参加型村落開発に関するスタ

ディツアー（2005 年 2 月にコロンボで開催）、政府職員を対象と
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活 動 実施状況 

 したJICAのプロジェクト管理と平和構築に関するスタディツア

ー（2005 年 2 月に日本で開催） 

2005 年度：参加型開発による村落開発とNGO活動に関するスタデ

ィツアー（2006 年 1 月） 

2007 年度：政府職員を対象とした復旧された基礎インフラの維持管

理に関するスタディツアー（2007 年 9 月） 

2．2006 年度に計画されたスタディツアーは、治安の悪化によってす

べての計画をキャンセルした。 

 

２－３ アウトプット実績 

合同評価調査団は、本プロジェクトがR/D及びPDMに基づいて、以下のようなアウトプットを

産出したことを確認した。 

アウトプット 1：参加型によるコミュニティ行動計画が策定される 

アウトプット 1 は、十分に達成されたといえる。 

（1）2004 年に対象 10 カ村で 16 回にわたるCAPワークショップが開催され、さらに、PICの提

言に基づいて、紛争地域における状況の変化に対応するために 2005 年と 2007 年にCAPレビ

ュー・ワークショップを開催し、計画の見直しを行った。 

（2）これらのCAPレビュー・ワークショップを通じて、すべての参加者がCAPの方法やその有

効性についての理解を深め、事業に満足している。現在では、対象コミュニティによって計

画的で積極的な形でのCAPの開催が可能になった。 

（3）CAPワークショップで優先づけされたコミュニティのニーズの多くが、本プロジェクトに

よって満たされた。プロジェクトの対象とならなかったニーズについても、ZOA、 IOM、

World Visionなど他のドナーやNGOとの協力によって満たされた。 

 

アウトプット 2：コミュニティの基礎インフラが復旧される 

治安状況の悪化により、当初計画のすべては達成できないが、成果としては、おおむね達成さ

れている。 

（1）先に示した、マンタイ西郡におけるいくつかの基礎インフラ事業の断念を除いて、計画さ

れた基礎インフラ事業がほぼ完成した。 

（2）以下の事業については、追加的な計画と予算が必要である。 

1）崩壊したパーリアールの頭首工の修復事業 

2）マンタイ西郡でのスリランカ政府による住民への追加的な土地配分 

3）掘り抜き井戸から深井戸への計画（設計）変更 

（3）CMRによる基礎インフラ整備事業を通じて回転資金（レボルビング・ファンド）をつ

くり、農業やその他の社会経済活動が開始された。 

（4）マンタイ西郡では、治安状況の悪化にもかかわらず、CBOsがプロジェクトの継続的な支

援を受けずに、CMRをある程度自分たちで続けている。 
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アウトプット 3：CBOsが社会経済活動を行うための必要な能力を身につける 

おおむね達成されており、治安状況が改善されれば更なる成果達成が期待される。 

（1）農業を含む社会経済活動に必要な研修が計画どおり実施され、対象村での各種活動の

実績が向上してきている。 

（2）コロンボの女性銀行の協力で開始した小規模グループによる貯蓄活動は、地域の支店

銀行を設立するに至り、社会経済活動の土台としてのモデルとなっている。悪化した治

安状況にもかかわらず、マンタイ西郡における各対象村の住民は、特に農業生産を継続

するための小規模融資へのアクセスが可能となった。 

（3）1 年目と 2 年目は、計画どおりCAPワークショップのファシリテーション、CMRやグルー

プ貯蓄活動にかかわる能力形成を目的とした、セミナーやスタディツアーが実施された。 

（4）対象村では、セメント・ブロック製造（セメントが入手不可能なため現在中断）、養鶏、

パルミラ椰子工芸、ブラシ・マット、サリー・ペインティング、堆肥生産などの小規模な生

計向上活動も開始された。 

 

アウトプット 4：行政官と対象村のCBOsの協働関係が強化される 

おおむね達成されている。 

（1）CAPの実施に先立って、関連政府機関、NGOや地域住民との話し合いをもった。これ

が、コミュニティでの活動における関係者の協力体制や事業完了後の継続を保証するこ

とにつながっている。多くの政府機関や関連組織が対象村における活動に協力した。 

（2）当時の北東部州政府事務次官とマナー県次官が、本プロジェクトが取り組んだジャフ

ナ大学ヴァウニア校での参加型開発に関するディプロマコースの開設を全面的に支援し

た。その結果、このコースは同校で 2007 年 8 月に開始された。 

 

各指標に基づく、アウトプットの達成状況の詳細は表２－２のとおりである。 

 

表２－２ アウトプットの達成状況 

アウトプット PDMにおける指標 達成状況 

1．参加型によ

るコミュニテ

ィ行動計画が

策定される 

1-1 対象村で実施

されたCAPワー

クショップの数 

1．2004 年の初年度に、対象 10 村で 16 回にわたるCAP

ワークショップを開催し、各村でCAPを策定した。さ

らに、UN4Rプロジェクトが実施されているテーワンピ

ッディ村で、UN機関との協力でCAPに関するモデルワ

ークショップを開催した。開催したワークショップの

回数は、CAPを策定するに十分であった。 

2．CAPレビューワークショップの開催は、当初計画には

なかったが、「紛争地域における状況の急激な変化に対応

するために、CAPの進捗を毎年確認しその後の計画を策

定すること」とするPICの提言にもとづいて、2005 年に

10 回のCAPレビューワークショップを開催した。しかし、

2006 年は治安悪化のために開催できなかった。 
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アウトプット PDMにおける指標 達成状況 

 1-2 CAPの目的や

CAPがもたらす

利点に関する対

象住民の理解や

満足度 

1．CAPレビューワークショップの評価によると、参加

者の 63％が大変満足し、37％がある程度満足したとい

う結果となった。また、ワトゥピタンマドゥ、サメヤ

プラム、テーターワディの 3 村では、参加者全員がCAP

レビュー・ワークショップの内容を理解したという結

果であった（2007 年 8 月）。 

2．現在では、対象コミュニティが、村での開発事業を

実施するためのCAPワークショップを計画的で積極的

な形で開催するだけの力をつけた。 

3．マンタイ西郡では、治安悪化のため 2006 年と 2007

年に計画されたCAPレビューワークショップと評価を

行うことができなかった。 

 1-3 住民のニーズ

や優先度に関す

るCAPの妥当性 

1．初年度の 2004 年に開催されたCAPワークショップや

2005 年に開催したCAPレビューワークショップにおい

て、優先づけされたコミュニティのニーズの多くが、

本プロジェクトによって満たされた。プロジェクトの

対象とならなかったニーズについても、ZOA、IOM、

World Visionなど他のドナーやNGOとの協力によって

満たされた。 

2．しかし、ガネッシャプラム村とパーリアール村での

村落給水設備については、定住地における土地配分の

遅れが原因で完成することができなかった。また、ク

ーライ村での多目的ホールとシードゥウィナーヤカク

ラム村でのコミュニティホールは、建設材料の運搬禁

止措置により 2007 年に断念を余儀なくされた。 

2．コミュニテ

ィの基礎イン

フラが復旧さ

れる 

2-1 基礎インフラ

復旧数 

1．計画された基礎インフラ事業はほとんど完成したが、

2007 年時点で、コミュニティホールと多目的ホール各

1 カ所の建設工事が開始できていない。また、市場施設

と村落給水設備については、治安状況が悪化したため

工事を断念せざるを得ない結果となった。 

2．CMRの当初計画は、2005 年にやむを得ない理由と

JICAの予算の関係などから、2 回改定された。 

3．CMRの関係で、初年度に以下のような 3 つの予期し

なかった事態が発生した。 

1）崩壊したパーリアールの頭首工の修復の必要性 

2）マンタイ西郡でのスリランカ政府による住民への

追加的な土地配分 

3）掘り抜き井戸から深井戸への計画（設計）変更（地下

水量の不足や浅井戸での塩分などの問題） 

これらの事態に対応するうえで、数量明細書や予

備費などを含めたCMRの契約内容について、JICAの
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アウトプット PDMにおける指標 達成状況 

  承認が得られるまでにかなりの時間を要した。派遣

された小規模インフラ専門家の任期は、これらの事

態に対応するには十分ではなかった。 

 2-2 プロジェクト

で復旧もしくは

建設したインフ

ラに対する住民

の満足度 

1．中間評価報告書でも示されたとおり、ほとんどの対

象村ではCMRによって復旧された基礎インフラに満足

している。しかし、稲作に生計を依存しているプドゥ

カマンやテーワンピッディ村では灌漑施設の修復に関

して満足が得られなかった。これらの修復事業は、プ

ロジェクトにとって規模が大きすぎたため対応できな

かった。 

 2-3 インフラの維

持・利活用の適切

さ 

1．初期段階では、CBOsのリーダーや地方行政官におけ

るインフラの維持管理へのかかわりが不足していたた

め、その知識は十分ではなかった。そのため、それら

関係者における自主的な行動に関する意識を高めるの

に長い時間を要した。このため、インフラの引き渡し

手続きや維持管理体制に関する活動が計画よりも 2 カ

月遅れている。この課題に対応するために、コミュニ

ティによる維持管理のモデル地域へのスタディツアー

も行った。 

2．インフラの引き渡し手続きや維持管理体制について

は、関連するCBOsや政府機関（郡議会、町役場、郡

役所など）が共同でワークショップを開催する予定で

ある（2007 年 10 月）。以下が主な検討事項である。 

1）モニタリング方法 

2）技術指導と支援システム 

3）会計監査システム 

4）評価や村落年次開発計画策定に関する合同会議 

 2-4 CMRアプロー

チを通して醸成

された住民の信

頼関係や団結感、

自立性の度合い 

1．2007 年 8 月にワトゥピタンマドゥ、テーワンピッデ

ィ、サメヤプラムの 3 村で開催されたCAPレビューワ

ークショップでは、各コミュニティにおいて課題に対

する問題解決の模索、開発事業のニーズの特定と意思

決定などの例が多く共有され、住民の信頼感、団結感、

自立心などがある程度醸成されたことが確認された。 

2．しかし、マンタイ西郡の多くの住民は、治安の悪化によ

ってCMRを完成できない現状に落胆している。また、新た

に配分されたジャングルをCMRによって居住地として整

地したものの、家屋用建設資材の入手が困難なため、必要

な活動を続けられないコミュニティもある。 
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アウトプット PDMにおける指標 達成状況 

 2-5 CBOsによる事

業によってもた

らされた資金の

利活用とその額 

1．CBOsが得た収益は 2005 年度の平均で 5.2％であ

った。また、労賃の割合は、平均で 2005 年度が 18％、

2006 年度が 30％あった（いずれも事業費に対する割

合）。このことは、CMRが対象住民（熟練または非熟練

職人として）に収入を得る機会を与えたことを示した。

また、得られた収益はCBOsの基金として積み立てられ

た。 

2．収益率は、CBOsの技術に関する知識、やる気、マネ

ジメント能力によって差が生じた。 

3．CMRをつうじて得られた収益は、2005 年と 2006 年

に 6 村で 10 のCBOsによって活用された。 

4．マンタイ西郡では、治安状況の悪化にもかかわらず、

CBOsがCMRをある程度自分たちで続けている。 

3．CBOsが社会

経済活動を行

うための必要

な能力を身に

つける 

3-1 訓練の数及び

プロジェクト活

動を通してもた

らされた住民の

スキルや知識の

度合い 

1．CMRの実施やインフラの維持管理に関するトレーニ

ングには、計 35 回、331 名が参加した。また、社会経

済活動（農業関連を含む）に関するトレーニングは、

計 97 回、延べ参加人数は 4,277 名である。 

2．復旧された基礎インフラの質から判断して、実施さ

れたトレーニングの回数と質は十分であり、村人はト

レーニングを通じて知識やスキルを修得した。 

3．社会経済活動（農業関連を含む）に関するトレーニ

ングは、ほぼ計画どおり実施できた。マンタイ西郡の

対象村では、2006 年からいろいろな作物が主に自家消

費のために生産された。他方、マナー県の対象村では、

2007 年から生計向上活動が開始された。 

 3-2 住民が、プロジ

ェクト活動を通

して培ったスキ

ルや知識を活用

して対象村にお

いて開始した社

会経済活動の数

と実績 

1．対象村で開始された社会経済活動の実績は、表２－

１活動の実施状況の 3-1 と 3-2 を参照のこと。マンタイ

西郡での社会経済活動は、2006 年 3 月以降の治安の悪化

によって、断念または非常に限定的になっている。 

2．2004 年に女性銀行の支援で開始したマイクロファイ

ナンスに関する活動は、グループの組織化を通じた社会

経済活動の土台としてのモデルとなった。その小規模融

資は、Entry/Exitポイントが閉鎖されている状況では、グ

ループメンバーに大変役立っており、2006 年から 2007

年にかけて続いた困難な状況でも、マンタイ西郡の対象

住民は自家消費のための生産を続けることができた。し

かしながら、通常の経済活動は 2006 年以降、予期しな

い治安状況の悪化によって大きな影響を受けた。 

3．マナー郡のサメヤプラム、ワトゥピタンマドゥ、テ

ーターワディ村では、いくつかのグループが小規模な

生計向上活動を開始した。 
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アウトプット PDMにおける指標 達成状況 

4．行政官と対

象村のCBOの

協働関係が強

化される 

4-1 政府行政官に

対する訓練の数

と訓練への参加

度合い 

1．1 年目は、政府の現場担当職員を対象としたCAP、

CMR、女性銀行（マイクロファイナンス）などに関す

るセミナーやスタディツアーを計画どおり実施した

が、1 年目と 2 年目におけるトレーニングの回数は十分

でなかったし、適切な時期に実施することもできなか

った。これは、CMRの実施に関して予期しなかった交

渉、承認手続きをいろいろな関係者と行う必要が生じ

たことから、その準備段階に時間がかかってしまった

ことが主な原因であった。活動の詳細は、表２－１活

動の実施状況の 4-1 を参照のこと。 

2．2004 年 6 月にマナーで県次官の協力によって、本プ

ロジェクトへの共通理解を得るために、関連政府機関、

国際機関、NGO関係者、警察、軍隊などを対象とした

紹介プログラムを開催した。 

3．2006 年は、治安の悪化によって日本人専門家が 4 月

から 10 月まで断続的に待避したこともあり、トレーニ

ングとセミナーを各 1 回開催するにとどまった。 

 4-2 県次官、郡次官

及び対象村を管

轄する村落行政

官等の政府行政

官の参加型開発

アプローチに対

する理解度 

1．2007 年 5 月に開催されたPIC会議で、マナー県次官は

サメヤプラム村での飲料水供給プロジェクトをコミュ

ニティ・コントラクト方式で実施するよう、国家上水

排水庁の担当者に提言した。このことからも、県次官

の参加型開発に関する理解度は高いと判断できる。加

えて、本プロジェクト名（MANRECAP）も県次官が命

名した。 

2．しかし、プロジェクトが継続的にかかわっているウ

ェッランクラムの村落行政官とマンタイ西郡次官を除

き、その他の政府関係者は頻繁な転職のために、参加

型開発に関する理解度は低い。 

 4-3 プロジェクト

や対象村に対す

る政府行政官の

支援の事例 

1．参加型開発の継続と事業の持続性を確保するために

は、関連機関との協力体制の構築が不可欠である。こ

のことに関して、プロジェクトでは、CAPの実施に先

立って、関連政府機関、NGOや地域住民との話し合い

をもった。 

2004 年度：プロジェクトの支援によって、クーライ

村（20 家族）とシートゥーウィナヤガール・クラ

ム村（36 家族）ではマンタイ西郡次官の配慮によ

ってIOMから簡易シェルターを得ることができ

た。 

2005 年度：多くの政府機関や職員が、対象村におけ

る活動を支援した。6 つの政府機関、4 つの国連

機関と 1つのNGOがマンタイ西郡における活動を
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アウトプット PDMにおける指標 達成状況 

  支援した。また、3 つのNGOがマナー郡における

プロジェクト活動に協力した。 

2006 年度：マンタイ西郡では、1 つの政府機関と 2

つのNGOが活動を支援した。また、マナー郡では、

7 つの政府機関と 1 つのNGOが活動を支援した。

 4-4 参加型開発ア

プローチに対す

る北東部州政府

の関心度 

1．参加型開発に関する州政府の関心と理解度は大変高

い。また、紛争が発生している社会における新たなス

トラテジィとしての必要性も理解している。これは、

本プロジェクトにおける参加型開発の経験をディプロ

マコースとして活用する提案がなされたPIC会議で受

け入れられたことにも示されている（2005 年 8 月に開

催）。さらに、当時の北東部州政府事務次官とマナー県

次官が、ジャフナ大学ヴァウニア校での参加型開発に

関するディプロマコースの開設を全面的に支援した。

その結果、このコースは同校で 2007 年 8 月に開始され

た。 

 

２－４ プロジェクト目標の達成状況 

本プロジェクトのプロジェクト目標は「プロジェクトの対象地域において、住民が生活向上と

コミュニティの発展のために自立的に行動できる」である。指標とそれぞれの達成度については

以下のとおりである。 

 

（1）CMR実施過程で得たスキルや知識を活用して対象村で継続的に実施されている社会経済活

動の数と実績 

 

（2）プロジェクトで復旧もしくは建設した基礎インフラの利用・活用の結果もたらされた社会

経済活動の利益や恩恵の度合い 

 

（3）住民主導の下でつくり出された住民と政府また住民とNGOとの協働活動の事例 

 

対象村では、CMRによって整備された設備やCAP、CMRを通じて得た利益の活用によって、優

先された基礎インフラの復旧と、それら整備されたインフラの利用・活用による社会経済活動に

よって、コミュニティの復興へ向けた能力が向上している。治安状況が特に 2006 年 8 月以降悪

化したため、日本人専門家がプロジェクトサイトからコロンボ等へ退避したり、マンタイ西郡で

はいくつかのインフラ事業や社会経済活動を中断せざるを得ない状況となったり、活動の継続が

困難になったケースも多かった。 

しかしながら、このような制限のなか、計画された活動が実施され、アウトプットも確認され

ており、プロジェクト目標の指標もある程度達成していることからプロジェクト目標がほぼ達成

されたといえる。 
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２－５ 上位目標の達成状況 

プロジェクト対象地域における治安状況の悪化が、活動全般の障害になったが、プロジェクト

目標の達成度で示したとおり、上位目標である「対象村の社会経済状況が向上することによって

対象村の人々が『平和の配当』を実感する」へ向けた、社会経済活動による望ましい変化が対象

村で確認された。上位目標を達成するうえでは、治安状況の好転が鍵となる。 

 

２－６ 実施プロセス 

（1）プロジェクト全般にわたるマネジメントは、治安状況の悪化、不十分な人材、2 つの異な

る管理体制（政府及びLTTE）との交渉などが障害となった。しかし、本プロジェクトでは、

プロジェクトの円滑な運営のために、各種の会合を通じて他ドナー、NGO、関連政府機関、

治安部隊、LTTE、CBOsなど多様な関係者との協議・協働体制や関係者間の調整システムを

構築した。さらに、不安定な治安状況に対応するためにリスク管理体制も構築した。 

 

（2）プロジェクトに携わった政府、NGO、CBOsなどの関係者が、CAP/CMR方式、マイクロ・

ファイナンスや参加型開発などの妥当性を認識した。 

 

２－７ 紛争地域における問題と対応策 

本プロジェクトは、開始直後から紛争地域における治安状況によって、さまざまな問題に直面

した。そのことが、プロジェクトの進捗にとって付加的な努力や時間を必要とした。以下は、治

安の悪化による影響とその対応策を取りまとめたものである。 

（1）プロジェクト関係者の安全管理 

1）本プロジェクトは政治的に中立的な立場であることを、事業開始時から一貫して周知徹

底することに十分配慮した。 

2）治安状況に関する情報を政府関係者、国連機関、ICRC、NGO、住民などさまざまな関

係者やインターネットからも収集し、情報と情報源の分析を十分に行い、日々の治安対策

を判断した。情報の確保のうえからも、関係者との良好な関係を保つことに最も配慮した。 

3）毎朝、プロジェクトスタッフと治安状況について情報を共有し、現場での業務時間、移

動ルート、活動できる現場などの行動計画を日々確認した。 

4）2006 年 4 月から 6 月の間、日本人のコロンボ、アヌラダプラへの避難も的確に行われた。 

 

（2）LTTE支配地域との境界にあるEntry/Exitポイントでのさまざまな制限 

Entry/Exitポイントの規則により、人及び物資移動に制限が課された。同規則は頻繁に変

更され、その度に煩雑な手続きに対応せざるを得なかった。また、LTTE支配地域内におけ

る物資の不足、物価の高騰、スタッフの移動制限は活動に大きな影響を与えた。 

1）LTTE支配地域であるマンタイ西地域に住むスタッフが、プロジェクト事務所と電話で連

絡を取り合い、またロジスティクスの支援といった遠隔支援を受けながら活動を継続でき

た。 

2）度重なるEntry/Exitポイントでの規則変更に迅速かつ柔軟に対応し、事業実施の遅延を最

小限にした。 

3）工事に必要な資材の備蓄も行い、事業の遅延を最小限にした。 



 

－19－ 

（3）LTTEから課せられた税金への対応 

1）県次官（GA）を通じた継続した交渉の末、本プロジェクトは無税で物資をLTTE支配

地域へ搬入できるようになった。 

 

（4）住民の避難とプロジェクトスタッフの辞任 

治安状況の悪化により、多くの経験豊かなプロジェクトスタッフが戦闘を逃れるため居住

地を離れざるをえなくなり、辞任していった。また、活動に参加していた何名かの住民も

対象地域から逃れていった。 

1）スタッフの辞任により、新規で数名雇用したが、有能な人材は確保できていない。 

 

（5）LTTE支配地域における訓練への強制・任意動員 

本プロジェクト対象村落を含むLTTE支配地域において、自警を目的とした訓練を実施す

るため、20 歳から 60 歳までの男子を対象とした自警団及び兵士への軍事訓練や新兵補充が

大規模に行われた。これにより本プロジェクト活動に参加する多くの住民が活動を継続で

きなくなることが危惧された。 

1）GAを通じて、LTTEと迅速に交渉したことにより、本プロジェクト活動に参加してい

る住民の動員を免れ、活動を継続できることになった。 

 

（6）限られた市場 

Entry/Exitポイントの閉鎖によって、LTTE支配地域における農産物を政府地域の市場へ運

搬し販売することができなくなった。 

1）LTTE支配地域の生産者には選択の余地がなく、生産物はLTTE地域において安価で販売

されている。 
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第３章 評価結果 
 

３－１ 妥当性 

本プロジェクトの妥当性は高い。 

（1）本プロジェクトは、対象村におけるコミュニティ・インフラ整備や社会経済活動にかかわ

る優先ニーズを満たした。対象村の選定は、設定された基準によって政府支配地域とLTTE

支配地域の両地域から選定された。プロジェクトが採用したCAP、CMR方式や参加型開発手

法は妥当であり、地域住民やCBOsが問題解決のために地域資源を主体的に利用する能力の

形成につながった。しかし、いくつかのニーズは、治安の悪化や予算などの問題から対応で

きなかった。 

 

（2）プロジェクトの目標は、スリランカ政府の救済、復興、融和（Relief, Rehabilitation and 

Reconciliation：RRR）政策や開発政策と合致していることを確認した。 

 

（3）また、日本政府の外交政策やスリランカに対する援助プログラムとも合致している。本プ

ロジェクトは、JICAにおける対スリランカ援助の重点分野「復興と開発」の協力でもある。 

 

３－２ 有効性 

本プロジェクトの有効性は高いといえる。 

（1）一部治安の悪化により達成が難しい成果もあるが、プロジェクト目標がおおむね達成する

に十分な成果を確認した。しかしながら、治安状況の悪化や頻繁な規則・規制の変更などが

プロジェクトの運営に大きな影響を及ぼした。 

 

（2）このような状況において、本プロジェクトは、プロジェクトの円滑な運営のために、他ド

ナー、NGO、関連政府機関、治安部隊、LTTE、CBOsなど多様な関係者と友好的な関係を構

築・維持した。 

 

３－３ 効率性 

本プロジェクトの効率性は中程度である。 

（1）プロジェクトは、計画されたアウトプットについては、一部治安状況の著しく悪化した地

域を除いて、おおむね達成した。 

 

（2）プロジェクトが投入した業務費、専門家、資機材、研修などは妥当であった。特に、派遣

した専門家が有する経験は、アウトプットの達成に大きく貢献した。また、他ドナーとの協

働や資源の動員は追加的な資源として有効活用された。 

 

（3）マナー県次官が果たした調整や意思決定に関する機能は、プロジェクトの円滑な実施にと

って不可欠であった。 

 

（4）6 カ月ごとに開催されたJCCはよく機能し、治安状況を含め協議された事柄は必要な措置
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のために関係者で検討された。 

 

（5）マンタイ西郡では、治安状況の悪化によって 2006 年 8 月以降いくつかの基礎インフラ事

業や社会経済活動が断念されたり、非常に限定的な活動となった。 

 

３－４ インパクト 

本プロジェクトのインパクトは、高いと判断される。 

（1）対象村やその近接村において社会経済活動による望ましい変化が確認された。また、プロ

ジェクトの活動による負のインパクトが確認されていない。 

 

（2）対象住民が政府関係者とのコミュニケーションや交渉スキルを身につけたこと、地域資源

の利用・管理に関する知識などが向上していること、意識・態度が前向きに変化しているこ

となどから住民の能力がかなり高まった。 

 

（3）プロジェクト対象地域における治安状況の悪化が、活動全般の障害になったが、「対象村

の社会経済状況が向上することによって対象村の人々が『平和の配当』を実感する」という

上位目標達成へ向けた、社会経済活動による望ましい変化が対象村で確認された。 

 

３－５ 持続性 

今後の治安情勢が予測不可能な現状では、プロジェクトの持続性を判断することは非常に困難

である。停戦合意の遵守が、プロジェクトの持続性を保障する生命線である。 

（1）対象村のCBOsにおける能力が、自らの手で各種の社会経済活動を実施できるまでに向上

している。地域住民も、政府職員とのコミュニケーションの知識を身につけた。また、プロ

ジェクトは、地域住民における個人の尊厳を保ちつつ自信、信頼や連帯感の向上に貢献した。

さらに、対象村と近接村とのネットワークも生まれてきた。 

 

（2）プロジェクトによって建設または修復された基礎インフラは、CBOsによって良好に利用・

管理されている。また、プロジェクトの研修によって習得したスキルによって、収入の機会

が増した。建設された基礎インフラや設備などの引き渡し手続きが現在進行中である。 

 

（3）政府職員においても、プロジェクト活動を通じてCBOsとの関係が強化された。基礎イン

フラ整備にかかる資金の一部が、追加的な建設工事のためにスリランカ政府の予算から配分

された。しかし、中央政府からこの地域の開発のために配分される予算は、限られている。 

 

（4）今後、政府による住民参加型のコミュニティ開発政策が開始される予定である。村落ごと

に必要な事業に優先順位をつけ、実施については住民の参加や現地リソースを活用すること

になっている。本プロジェクトでとってきたCMR方式等は同政府取り組みに非常に有効であ

ると考える。 
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（5）本プロジェクトの活動によって、対象村や地方行政関係者のレベルでは、それぞれの能力

が一定程度強化されてきたが、長年にわたる紛争の影響で、この地域における行政管理の体

制は十分とはいえない。 

 

３－６ 結論 

プロジェクト対象地域であるスリランカ北部マナー県の対象村では、CAPとCMRを通じて、優

先された基礎インフラの復旧と、それら整備されたインフラの利用・活用による社会経済活動に

よって、コミュニティの復興へ向けた能力が向上している。このように、計画された活動とアウ

トプットがおよそ達成されたことから、プロジェクト目標がほぼ達成されたといえる。 

評価 5 項目の観点からは、対象村の選定が紛争地域におけるさまざまな要因を考慮して慎重に

行われたこと、CAPの策定プロセスを通じてコミュニティのニーズが把握され、優先事業が決定

されたこと、などから妥当性は高い。また、CAPやCMRがプロジェクト目標の達成に有効であっ

たことが確認されたことから、有効性も高いといえる。 

他方、プロジェクトの円滑な実施にとって、マナー県次官が果たした役割は大きいものの、限

られた政府職員の配置や治安状況の悪化は大きな障害となったので効率性は中程度と判断され

た。インパクトについては、対象村やその近隣村において社会経済活動による望ましい変化が確

認されているので高いと判断された。しかしながら、今後の治安情勢が予測不可能な現状ではプ

ロジェクトの持続性を判断することは非常に困難である。 

プロジェクト地域における治安の悪化は、特にプロジェクトの後半における進捗に大きな影響

を及ぼした。そのため、マンタイ西郡では、いくつかの活動を断念せざるを得ない状況となった。

このように、治安の悪化による一部事業の断念はあったが、残された活動は、2008 年 3 月までに

終了する見込みであることから、本プロジェクトは、計画どおり終了することが妥当であると判

断された。 

停戦合意の遵守が、プロジェクトの持続性の担保と今後の協力にとって生命線である。 
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第４章 提言 
 

上記の結果を受けて、以下の内容の提言を行った。 

 

４－１ 本プロジェクトの残りの期間に実施すべきこと 

（1）プロジェクトの支援によって建設された施設の利用と維持管理が適切に行われるために、

住民組織と政府関係者が協力して、施設の引渡し手続きをプロジェクトの終了前に完了させ

ること。 

 

４－２ 本プロジェクト終了後に実施すべきこと 

（1）マナー県は、コミュニティ開発事業の一環としてプロジェクト対象村への支援を継続して

行うこと。 

 

（2）マナー県は、政府職員に対して参加型開発を通じたCAPやCMR事業に係る能力育成に関心

を払うこと。 

 

（3）シンハラ地域で実施されてきたCAP、CMRや女性銀行の活動が、タミル社会でも有用であ

ることがMANRECAPの経験から証明された。加えて、これらの事業にかかわったシンハラ

人のコンサルタント、エンジニア、女性銀行の人々による活動がタミル地域での両民族の新

たな交流をもたらした。これは、北東部での現状に対する相互理解の拡大にもつながるだろ

う。このような人々の交流を促進するアプローチを他の事業でも取り入れることが望ましい。 

 

（4）治安状況の悪化のため中止されたインフラ工事については、状況の好転が望めないなか、実

施を断念（abandon）し、当初計画どおり本プロジェクトは 2008 年 3 月に終了することが適

当である。しかしながら、これらのインフラ工事に対するスリランカ側の関心は高く、今後

の治安状況の変化に合わせて、どのような対応が可能かにつき、日本・スリランカ国側双方

で検討していく必要がある。 
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第５章 教訓 
 

本プロジェクトは、治安情勢が不安定な地域における復旧・復興事業として、JICAでは初めて

の試みであることから、以下のような点を教訓として取りまとめた。 

 

（1）関連機関との調整が重要である 

紛争地域での広範な課題の解決には、中央政府、地方行政機関、国際機関やNGOなどとの

調整や協働が重要である。MANRECAPでは、マナー県次官が、関係者間の調整において特

に重要な役割を果たした。 

 

（2）紛争地域ではコミュニティにおける能力育成を通じた復旧・復興が有効である 

紛争地域では、「平和の恩恵」として、基礎インフラの整備といった目に見える成果が不

可欠である。MANRECAPでは、CAPとCMRを通じて基礎インフラの整備とコミュニティの

能力形成をともに行った。これによって、村人の間に自信や自立心が醸成された。 

 

（3）プロジェクト・マネジメントにおいて紛争地域における固有性に留意すること 

紛争地域では、地雷除去、住民への土地の配分・権利など固有な課題に留意することが必

要となる。今後の類似事業への参考とするため、MANRECAPでの経験を取りまとめてその

経験を共有することが重要である。 

 

（4）プロジェクトの実施体制（人員）において対象地域の特殊性や固有性を考慮すること 

紛争地域の復旧・復興事業では、対象地域における居住者と国内避難民の関係、異なるグ

ループでの土地配分、政治、民族、宗教など種々の課題に慎重に留意する必要がある。JICA

専門家でそのような課題に対応でき得る人材は非常に限られているが、そのような要求に応

えるためには、現地の人材を活用することも考慮すべきである。MANRECAPの場合は、プ

ロジェクトの実施において、ナショナルスタッフが優れた能力を発揮した。また、日本人専

門家の現地語能力やスリランカでの村落開発の経験が、プロジェクトの実績を生み出すこと

につながった。 

 

（5）「紛争後」というステータスの相違 

本プロジェクトは、紛争後の支援という位置づけではあったが、紛争後の状況の変化（武

装解除、地雷の除去、帰還民の動きなど）は他の「紛争後支援」プロジェクトの事例によっ

て異なり、本件のように「紛争後」という前提条件が危ぶまれる事態も起こり得ることを認

識したのは大きな教訓となったと考える。事業実施レベルでは、治安状況悪化にもかかわら

ず、関係者の努力により適切に対応してきた。しかし、不測の事態への対応も考慮して、当

初計画の規模や対象範囲の設定、事業の展開方法などに柔軟性をもたせ、リスク回避策とす

ることも必要と考える。 
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第６章 総括報告 
 

紛争後支援として開始され、その後、治安状況が悪化するなかで実施してきた本プロジェクト

からは多くのことを学ばなければならない。終了時評価調査を通じて分析を行った結果を教訓と

して取りまとめたが、事業終了後に改めて本プロジェクト実施を詳細に振り返る作業が必要であ

ると考える。 

上記と重複する部分もあるが、以下を特記しておきたい。 

 

（1）紛争後支援の不確定要素 

2002 年 2 月の無期限停戦合意を受けて、スリランカ北東部に対する支援が開始された。し

かしながら、プロジェクト後半には停戦合意が事実上崩壊し、2006 年には日本人専門家が治

安悪化のためプロジェクトサイトからコロンボ等へ一時的に退避する事態に至った。プロジ

ェクトの当初計画は停戦合意が遵守されることを前提として治安状況が維持される（もしく

は好転する）との見込みに基づいたものであったが、こうした状況下で同計画を基本としつ

つ事業を継続することとなった。 

また、当初の事業提案は緊急支援（基礎インフラの復旧）に重きがあったものの、JICAと

の協議により持続性を考慮してCMRを通じたコミュニティ強化と建設したインフラを活用し

た社会経済活動にも重点が置かれることとなった。こうしたコミュニティを直接巻き込む支

援を行うのであれば、例え治安状況が変化したとしても簡単には事業を停止できないことは

当初から事業提案者により強調されていた。 

紛争後支援と一口に言っても、紛争後の状況の変化（武装解除、地雷の除去、帰還民の動

き等）は各事例によって異なり、本プロジェクトのように「紛争後」という前提条件が危ぶ

まれる事態も起こり得るということは大きな教訓である。本プロジェクトの事業実施レベル

では、関係者の努力により治安状況の悪化に対して適切に対応してきたといえるが、不測の

事態にも対応ができるように、当初計画の規模や対象範囲の設定、事業の展開方法等にリス

ク回避策としての柔軟性をもたせることが対策として考えられる。 

なお、プロジェクト実施上の安全管理にかかわる困難とその対策については、合同評価報

告書のなかで、実績の一部として取りまとめた。 

 

（2）紛争後支援に必要な人材 

こうした状況下でこれまでプロジェクト関係者の安全を確保しつつ、いくつかの活動が中

止されたものの、ほとんどの活動（基礎インフラ復旧及び社会経済活動）を計画どおり実施

することができたのは、スリランカにおける長年の経験を有する専門家が果たした役割によ

るところが大きい。現地の言語に堪能であること、政府やコミュニティの仕組みを熟知して

いること、民族や宗教、カースト制度などの複雑なスリランカの文化・社会を熟知している

ことなくしては、事業を実施することは困難であった。 

なお、紛争後支援の特殊性として、事業実施上、土地分配の問題や地雷対策アセスメント

証明の取得などについて対応する必要があるが、これらについて日本人専門家は経験がなか

ったことから、プロジェクトスタッフとして現地の人材を活用し対応してきたことも 1 つの

教訓である。 
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（3）CAP、CMR方式の有効性 

本プロジェクトは、CAPの形成、CMR方式によるインフラ工事の実施、女性銀行等の活用

による社会経済活動を 3 本柱としている。援助の「結果」としての物理的なインフラ復旧が

平和の配当として重要であることに変わりないが、それだけでなく「プロセス」としてコミ

ュニティ強化というHuman Factorを組み込んだ支援の有効性は、本プロジェクトのスリラン

カ側の実質的な統括者であった前マナー県次官をはじめとする多くの関係者が認めるとこ

ろとなった。もともとコミュニティの結束力が弱く貧しい人々が多い村を対象として本プロ

ジェクトは実施されたが、プロジェクト活動を行うなかで、コミュニティ内の話し合い、共

同の意思決定、共同作業などを通じて、コミュニティの結束力が増し、村人の間に自信や自

立心が醸成されたことは非常に大きな変化であった。 

また、シンハラ人の居住するスリランカ南部で開発されたCAPやCMRが紛争後地域である

北部のタミル人地域でも有効であることが確認されたとともに、これらの活動の際にこれま

でなかったシンハラ人とタミル人の交流が促進されたことも長期的な平和の定着に貢献す

るものである。 

 

（4）政府関係者の人材育成 

本プロジェクトにおいても、紛争後の当該地域の地方政府関係者の人材の層は薄く、30 名

のプロジェクトスタッフを雇用し事業にあたった。当初より、地方政府関係者の能力強化を

プロジェクトの成果とすることは難しいとの判断から、「地方政府関係者とコミュニティの

協力関係が強化される」ことを成果の 1 つと位置づけた。 

プロジェクト実施の過程で、地方政府関係者の事業実施面での貢献は大きかったし、参加

型開発に対する理解も徐々に深まったといえるが、治安状況の不安定さもあって、プロジェ

クト終了後の組織・人材面での持続性を語る状況にはない。 

今後、平成 20 年度要望調査案件となっている「北部東部州コミュニティ開発人材育成プ

ロジェクト」の実施を通じて政府関係者の能力強化が図られることが期待される。 

 

（5）断念された活動（インフラ工事）の取り扱い 

治安状況の悪化のため中止されたインフラ工事があるものの、状況の好転が望めない現状

では、これらは断念（abandon）されたものとして計画どおり本プロジェクトは 2008 年 3 月

に終了することが適当である。 

これらのインフラ工事に対するスリランカ側の関心は高いことから、今後の治安状況の変

化をモニターしつつ、どのような対応が可能か日本・スリランカ国側双方で検討していく必

要がある。 
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